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社会　働く
 「失われた30年」を
検証する
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今この時を「再生」の入り口にするために

本誌編集／入倉由理子

　Works誌は2025年、創刊30周
年を迎えました。創刊の1995年
はバブル崩壊から数年、振り返れば
「失われた30年」のとば口にあり
ました。阪神・淡路大震災、金融危
機やアメリカ同時多発テロ、リーマ
ンショック、東日本大震災、コロナ
禍、ロシア・ウクライナ戦争、気候
変動による災害の増加などさまざま
な“厄災”が襲いかかり、VUCAと
いう言葉が日常になるほどに企業に
とっては不安定な経営環境が続いて
きました。
　この30年、企業人事もさまざま
な努力を続けています。企業業績が
低迷した理由の1つとしてやり玉に
挙がった、日本型雇用の見直しに着
手した企業も多くありました。成果

主義やコンピテンシー評価、近年で
は従業員を能力や業績で評価しない
ノーレイティング、ジョブ型への移
行など、人事評価システムの変革の
ムーブメントがいくつも起こりまし
た。また、個人の価値観の多様化や
人手不足という背景から、2000年
代以降は政策的な支援も受けなが
ら、働き方改革やDEI施策の促進に
力を注いでいます。
　こうした努力は、社会や雇用、企
業で働く人々にどのような変化をも
たらしたのでしょうか。ハラスメン
トや女性への差別、長時間労働に
“No”を突きつけるようになったり、
従業員の満足度や働きがい、ワーク
ライフバランスにフォーカスするよ
うになったりと、ポジティブな変化

はありました。一方で、就職氷河期
世代が生まれたり、非正規労働者が
増えたりなど、社会に分断をもたら
すような大きな課題が生じたのもこ
の30年のことです。
　今号では専門家や働く人々へのイ
ンタビューによって、30年で起こっ
たことや変化を振り返り、その背景
にあるものやそこから生じた課題を
明らかにし、次世代に向けた論点を
抽出していくことを試みます。
　今この時は、「失われた40年」
へと続く通過点なのか、それとも「再
生」の入り口にできるのか。これか
ら何をすべきかを議論するために、
まずはこれまでの30年に向き合う
ことからスタートします。

はじめに
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雇 用 、働 く、社 会 の 3 0 年
1990年代はじめから、雇用や労働にまつわる法制度はどのように変化したのか。
次 と々起こる社会不安や経済不安、災害は雇用にどんな影響を与えてきたのか。
法律の制定・改正、それによって生じた現象やムーブメントで振り返る。

インター
ネット
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氷河期

パラサイト
シングル 希望

格差社会

I T革命

自己責任
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ネット
カフェ
難民

Text=入倉由理子　Photo=時事（6P左下）、今村拓馬（6P右上、7P）
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バブル崩壊直後の1990年代前半、人事界に衝撃が走った富

士通の成果主義の導入。1995年には後に非正規雇用が増えた

“きっかけ”とされる『新時代の「日本的経営」』が刊行された。「失

われた30年」の入り口は、安定していたかに見えた「日本型雇用」

の変動の入り口でもあった。2000年代半ば以降の大きな潮目

の変化は、個人の復権だ。ワークライフバランスの重視、働き

方改革の推進、人権への配慮など、政策も企業の人事制度も個

人の権利拡大への対応を余儀なくされた。しかし一方では、ジェ

ンダー格差、非正規雇用の増大など、「復権」の枠組みから取

り残された人たちもいる。

雇 用 、働 く、社 会 の 3 0 年

絆名ばかり
管理職

派遣切り

保育園
落ちた

日本死ね

一億
総活躍
社会

ブラック
企業

イクメン

マタハラ 人的資本
経営

ジョブ型
雇用
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れませんでした。

　たとえばその間、北欧諸国では一般財源によっ

て全国民を社会保険の対象とし、中間層から転落

した人々が再び高い賃金の仕事に戻れるよう、手

厚い生活保障と教育訓練の機会が整備されまし

た。日本の社会保障制度はビスマルク型といって

雇用関係に立脚し、職を持った労働者に手厚い仕

組みです。ドイツやオランダ、フランスといった

日本と同様の社会保障制度を持つ国々も、社会の

変化に伴い、雇用された人々以外にもリスキリン

グの機会を提供するなど、積極的な労働市場政策

を導入しましたが、日本はそれに倣わなかった。

本来であれば、家計のリスクの高まりに対応して、

社会保障制度のアップグレードをすべきでした。

大久保幸夫（以下、大久保）：30年前の1995年は、バ

ブルが崩壊し、皆が自信を失っていた大きな転換

期でした。この30年間を振り返るにあたっては、

さらにその前の30年間を見ておく必要がありま

す。というのも、その間に「雇用を守ることが正

義だ」という価値観が確立されたからです。オイ

ルショックなどいくつかの経験を経て、「雇用を守

る＝社員を大切にする」という暗黙の合意が、ほ

ぼ完成に近い形にまで強化されたと考えています。

　確かに長期継続雇用が社会の安定に貢献した部

分は大きかった。しかし雇用を守る代わりに、会

社の人事権が強化され、副作用も生み出しました。

たとえば、家庭の事情で転勤を拒否したら解雇さ

れるなど、従業員のキャリアオーナーシップを完

全に奪うような慣行が長年続いてきました。

　今に至る30年間で、転職の仕組みが整備され、

働き方や個人のキャリア意識も多様化しています。

この30年で日本の雇用は変わったのか、その課題は何か。
日本経済の「収奪的システム」に警鐘を鳴らす河野龍太郎氏と、
雇用の専門家として政策提言も行ってきた大久保幸夫との対談から、

「失われた30年」を振り返る。

 「雇用を守る」という建前が
人 を々苦しめてきた30年

河野龍太郎氏 大久保幸夫

Text=瀬戸友子  Photo=今村拓馬

BNPパリバ証券
経済調査本部長・チーフエコノミスト／
東京大学先端科学技術研究センター 客員教授

河野龍太郎氏

横浜国立大学経済学部卒業、住友銀行（現三井住友
銀行）入行。大和投資顧問（現三井住友DSアセットマ
ネジメント）、第一生命経済研究所を経て、2000年より
現職。2023年から東京大学先端科学技術研究センター
客員上級研究員、2025年より同大学客員教授。

家
計
の
リ
ス
ク
に
応
じ
て

社
会
保
障
の
ア
ッ
プ
グ
レ
ー
ド
が
必
要
だ
っ
た（
河
野
）

──まずはこの30年をどう捉えているのか聞か
せてください。
河野龍太郎氏（以下、河野）：グローバリゼーション

の進展により工場の海外移転が加速し、1990年代

半ばに始まるIT革命を契機に、中間的な賃金の仕

事が一気に失われました。ところが、当時は単に

「景気が悪い」という認識に留まり、中間層の崩壊

という構造的な問題に対し、有効な政策が講じら

巻 頭 対 談
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しかし、企業も社会もこうした変化への対応が後

手に回っているのが現状です。

──結果、どのような歪みが生まれたのでしょうか。
河野：経済学者の青木昌彦は、メインバンク制が

滅びると長期雇用制が滅びるかもしれないと予言

しました。メインバンクからのサポートがなくな

れば、日本企業も倒産リスクを避けるために雇用

リストラに乗り出す可能性に言及したものですが、

実際は自己資本を厚くする方向に進みました。

　その手段として、第1に正社員のベースアップ

を凍結しました。過去30年で日本の時間当たり生

産性は約3割向上していますが、時間当たりの実

質賃金は上がっていません。企業が労働者に適正

な収益を分配せず、内部留保を優先した結果です。

　第2に、非正規雇用への依存です。中間的な賃金

の仕事を失い、より低賃金の仕事に流れた人々を、

非正規雇用という形で活用し始めた。私はこれを

「ダークサイドイノベーション」と呼んでいます。

　さらに、コーポレートガバナンス改革により株

主利益の最大化が強調され、人件費の圧縮が進み

ました。その結果、社員の実質賃金を抑え、セー

フティネットの不十分な賃金の安い非正規雇用を

拡大するという収奪的システムができ上がってし

まったのです。

大久保：終身雇用における正規雇用を守るために、

周辺的なシステムとして非正規雇用が作られまし

た。最大の問題は、非正規雇用という区分を「身分」

として固定化してしまったことです。

　サービス経済化すれば、柔軟な雇用形態が必要

になるのは理解できますが、本来は有期・無期の

違いだけで、社会保障も同じ内容に整備すべきで

した。ところが非正規は給与が低くても構わない

という論理で、正社員の下に新たな階層を作って

しまったのです。正社員側にも負の影響がありま

した。「どこでも、いつでも、何でも」という働き

方を背負ってしまったのです。

長期雇用は安心につながるが 
遅すぎる選抜は是正すべき

──日本型雇用が問題視された30年間でもあり
ました。長期雇用についてはどう考えますか。
河野：雇用の安定は非常に重要です。欧米でも、

オランダやドイツ、フランスなど、ライン型資本

主義の国では比較的長期で雇用しています。ただ

し、ヨーロッパでは若いうちはさまざまな経験を

積んで、30歳くらいから、どこかの会社に腰を据

えて働くのが一般的です。近年は日本でも、第2

新卒市場が形成され、特に20代、30代の若手は

複数回転職してもマイナス評価にならない状況が

整いつつあります。若いうちに自身の適性を見極

める機会を持てるのは、望ましい流れです。

　一方、幹部登用の遅さは大きな課題です。長期

雇用制のなかで人的資本を蓄積していくという観

点からも、外部から幹部を招聘するのでなく、社

内で優秀な人を選抜して早期育成していくことは

重要です。1990年代には課長になるのに15年、

部長になるのに20年などといわれたものですが、

技術革新も速まるなか、もっと早くから若手を登

用すべきでしょう。ところが退職年齢が延びてし

まったことに伴い、役職登用も後ろ倒しになって

いることは問題です。

大久保：長期継続雇用自体は社会にも企業にもメ

リットがありますが、それと引き換えに個人のキャ

リアオーナーシップを奪ってはいけません。これ

まで「雇用を守る」といっても、実際に守られて

いるのはごく一部の人たちで、女性やシニア層は

含まれていませんでした。現在、労働者の年齢構

リクルートワークス研究所
アドバイザー

大久保幸夫
職業能力研究所代表取締役、人材サービス産業協議
会理事。これまでリクルートワークス研究所所長、リク
ルートの専門役員、フェロー、内閣府参与などを歴任。

非
正
規
雇
用
を「
身
分
」と
し
て

固
定
化
し
て
し
ま
っ
た（
大
久
保
）
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ていくのは合理的ではないと考えています。一人ひ

とりの伸びしろを引き上げるような、学生から社会

人への円滑な移行を促していくべきです。

河野：人的資本を高めるという意味でも、高い教

育を受けて高いスキルを持つ人を処遇していくこ

とは重要です。一方で、今の欧米で起こっている

のは、高等教育を受けていない人たちを軽視して

しまったことへの反発にほかなりません。

　高等教育を受けることを促すと同時に、そうで

ない人たちへの支援も不可欠です。これはイノベー

ションの問題とも関わりますが、変化を生み出す

人だけでなく、その恩恵を受けにくい人々、ある

いは変化によって損失を被る人々への配慮がなけ

れば、社会の分断を招きます。

イノベーションを生み出すより 
展開する人材を育てる

──この30年、イノベーションが生まれないと
いうのも常に課題として挙がります。
大久保：イノベーションは必要不可欠ですが、世

界を変えるような真のイノベーションを作り出す

人は、ごく一握りにすぎません。いかに先進的な

イノベーションでも、最初は平和に使われるか戦

争に使われるかはわかりません。それが本当に価

値を生むかは、次の段階にかかっています。

　多くの企業では、イノベーションそのものを作

り出す人材というよりも、そのイノベーションを

事業の形にして、社会の役に立つ形で展開し、利

益を生むメカニズムを作り出す人材が不足してい

るように思います。企業のなかでは、そうした人

をいかに評価していくかが重要です。

河野：もともと労働力が非流動的な日本企業は、

革新的な財・サービスを生み出すプロダクトイノ

ベーションよりも、そのプロセスを効率化し、広

範囲に展開するプロセスイノベーションが得意で

した。その強みを発揮していければよいのですが、

この30年で収奪的システムに陥ってしまったため

に、人材が育っていません。おっしゃるように、

イノベーションを形にして展開していくのは1人

でできるものではなく、皆の力が不可欠です。

　その意味では、高等教育の充実と同時に、ドイ

ツのマイスターのような仕組みも必要でしょう。

職人文化の伝統のある日本で、大学・大学院に行

けなかったから選ぶ道とするのではなく、専門的

な職業訓練を受けた技能者として活躍できる道も

成はミドル・シニア層が多数を占めていますが、

従来の仕組みでは、50〜70歳のモチベーション

が極めて低くなっています。

　いい意味で長期継続雇用を進め、多くの人たち

を生かしていくために、早急に廃止すべきは年功

序列でしょう。課長になるのに何十年もかかるよ

うでは、組織が活性化しません。何歳でも活躍で

きる社会を作るためには、経営層は若くならなけ

ればいけないと私は思います。大学教育も含め、

早期から経営の学びと実践を始め、若い層を育て

ていくことが不可欠です。

──新卒一括採用も日本型雇用の特徴の1つで
す。どのような影響をもたらしてきたでしょうか。
河野：新卒一括採用は日本型雇用の根幹です。さ

まざまな議論はありますが、とりあえず毎春、若

年層が一斉に雇用されることは、低い失業率につ

ながっている。社会の安定を考えると、私は維持

すべきではないかと思います。

　しかし、日本企業は「教育重視だ」と言いながら、

あまり高等教育を重視していません。ホワイトカ

ラーの多数が学部卒であるのは、世界を見渡して

も今や日本ぐらいです。採用でも、名門大学を出

ていれば能力があるはずだとみなし、実際に大学

で何を学んだかを評価していません。

大久保：大学のブランドは見ても成績を見ない慣

行も、1995年より前の30年間で作られたものです。

とにかく早く内定を出して学生を確保する戦略が

確立され、今も続いているのです。

　私は新卒採用自体には賛成ですが、人それぞれ

経験も能力も異なるのに、一斉にゼロリセットして

一律にスタートラインに立たせる、つまり同じ賃金

で同じような研修、同じようなレベルの仕事に入っ

生
産
性
が
3
割
向
上
し
て
も

労
働
者
へ
の
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配
な
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野
）
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期
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デ
ー
タ
で
比
較
す
る
日
本
の
30
年

整備すべきです。

大久保：職業訓練や学び直しの機会を広げ、働く

人が自らの意思でキャリアと学びを選択できるよう

にしなければなりません。日本で働く人の半数は顧

客接点を担っており、その質を上げることがプロセ

スイノベーションにもつながっていきそうです。そ

のためにも、個人のキャリアオーナーシップと、自

己選択できるだけの賃金水準の確保が重要です。

──今すぐに手をつけるべきことは何でしょうか。
大久保：私が重視しているのが、「真の」人的資本

経営の実現です。本来は、賃金も教育投資も一律

ではなく個人に合った形で提供され、それが企業

価値につながるというサイクルを目指すべきです

が、まだ情報開示に留まっている感があります。

　喫緊の課題は、ボリュームゾーンであるシニア

人材の活用制度の整備です。政府と企業との協議

が必要ですが、次の仕組みを作らない限り、日本

の閉塞感は打破できません。

河野：1つは賃上げを続けること。ここ2年間の賃

上げ率は5％台となりましたが、これは2％の定期

昇給分を含んでいます。実際には3％台の賃上げ

に留まり、インフレの影響を考えると実質賃金は

今もほとんど上がっていない。今年も何らかの理

由をつけて「賃上げできない」と言い出す企業か

らは、もはや人が逃げ出していくはずです。

　さらに、最も賃上げの恩恵を受けていない就職

氷河期世代への支援を忘れてはなりません。福祉

的なアプローチも含めた施策の検討が必要です。

*45〜49歳と50〜54歳未婚率の平均値

　人口動態、教育、雇用、経済分野・競争力の領域につ
いて、Works誌創刊の1995年と、直近のデータを比較
した。
　人口は微減だが、他国の人口増加に伴い順位は後退。
大きく変わっているのは「年を取った」ことだ。10歳
近く年を取り、未婚率は上昇、出生率も低下した。
　人口の微減とは対照的に、労働力人口は増えている。
失業率も低く、大卒の新卒就職率も上がった。雇用全体
の「量」には大きな問題はなさそうに見える。しかし、
質的な面では決していい成績とはいえない。労働力人口
の増加の背景にあるのは、1つは女性の就業率が高まっ
ていることだ。しかし、非正規雇用比率も同時に高まり、
賃金の伸びも限定的だ。
　日本経済の存在感や競争力の低下は明らかだ。名目
GDPはかろうじて4位を保ちながらも、1人当たり名目
GDPは大きく後退している。数字だけを見ると、決し
て成績のいい30年とはいえないのだ。

出所：国立社会保障・人口問題研究所Webサイト、国際連合、「労働力
調査」（総務省）、「学校基本調査」（文部科学省）、世界経済フォーラムWeb
サイト、「賃金構造基本統計調査」「就労条件総合調査」（厚生労働省）、国
際経営開発研究所（IMD）、日本銀行Webサイトより編集部作成

人 口 動 態

1億2,557万人 総人口 1億2,380万人
（2024）

９位 世界人口順位 12位（2024）

6,666万人 労働力人口 6,957万人（2024）

39.6歳 平均年齢 48.4歳（2023）

1.42 合計特殊出生率 1.15（2024）

5.57%／
4.33%（1990）

50歳の未婚率*
（男性／女性）

28.25%／
17.81%（2020）

教  育

40.7% 男子大学進学率
（4大）

61.9%
（2024）

22.9% 女子大学進学率
（4大）

56.2%
（2024）

雇  用

20.9% 非正規雇用比率
（全体）

36.8%
（2024）

8.9% 非正規雇用比率
（男性） 22.5%

39.1% 非正規雇用比率
（女性） 52.6%

56.5% 女性の就業率
（15〜64歳）

74.1%
（2024）

115カ国中79位
（2006）

ジェンダー
ギャップ指数

148カ国中118位
（2025）

955万世帯／
908万世帯

専業主婦世帯数
／共働き世帯数

508万世帯／
1,300万世帯（2024）

3.2% 完全失業率 2.5%（2024）

94.5%（1997年） 新卒就職率
（四大卒全体）

98.0%
（2025年4月1日時点）

19万4,200円／
18万4,000円

新卒初任給平均
（4大卒、男子／女子）

25万1,300円／
24万4,900円

（2024）

29万1,300円 平均賃金 33万400円
（2024）

54.1%（1996） 有給休暇取得率 65.3%（2024）

経 済 ・ 競 争 力
2位 名目GDP 4位
3位 1人当たり名目GDP

（OECD加盟国内） 22位（2023）

4位 IMD競争力順位 35位（2025）

99.75円 ドル／円
（各年1月平均）

156.49円
（2025）

最高値
79.75円（4月）

ドル／
円相場

2025年最安値
158.45円（1月）

1995 最 新
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になる。新卒の素人を異動させながら社内訓練で

育成するので、入試難度の高い学校卒であること

が、社内訓練への適応度の指標になるためだ。

 「そのため入社後は、主に職場での頑張りが評価

されます。ほぼ一方的に経営の裁量で定期人事異

動が行われ、さまざまな職務を経験させながら、

勤続年数とともに賃金が上がっていきます。1つ

の企業での勤続年数がものをいうため、大企業で

は転職は少なく、長期勤続する人が多くなったの

です」

日本では「社員の平等」 
欧米では「職務の平等」

　なぜこのような違いが生まれたのか。ドイツな

どのヨーロッパ諸国では、産業革命後に職種別の

組織や労働運動が発展し、技能資格が政府公認と

なり、公的な職業訓練へとつながっていった。基

本賃金などの処遇は産業別組合が産業別経営者団

体と交渉するため、同じ職種内で企業横断的な労

働市場が形成された。「日本ではこのような歴史

をたどりませんでした。日本型雇用の起源は、明

治期の官制に見出すことができます」

　小熊氏によれば、明治初期には、近代教育を受

けた人材が圧倒的に不足しており、その少数の人

材を、国営部門のさまざまな職務に使い回す必要

があった。職務に対する賃金ではなく、俸給は官

等、つまり官吏の身分によって決められた。

 「こうしたしくみは官庁や官営企業、軍隊に適用

され、民間企業にも受け継がれて、職務を限定せ

ず、企業内等級で給与が決まる資格等級制度が発

達していきました」

　小熊氏の専門は歴史社会学で、社会のしくみを

さまざまな角度から研究してきたが、「当初から

雇用問題に着目していたわけではありません」と

いう。

 「国際比較をしながら日本社会を歴史的に見直し

ていくなかで日本型雇用、特に大企業に見られる

雇用のあり方が多方面に影響を及ぼし、社会のし

くみを作っているということに気付きました」

　一般的に「日本型雇用」は年功賃金や長期雇用、

新卒一括採用、定年制といった点から説明される

ことが多い。

 「しかし、これらはいってみれば経営者目線で見

たときの特徴です。私から見ると、日本型雇用の

最大の特徴は、人材評価の基準がないことです」

　これは、小熊氏の個人的な経験とも合致する。

小熊氏は大学卒業後、1980年代後半から日本の

企業で働いた。そこでいちばん違和感を持ったの

は、配属で大学での専攻が一切考慮されないこと

だった。

 「しかも人事異動が頻繁にあり、次の配属先もよ

くわからない。このままではなんの専門性も築け

ないまま終わってしまうという不安を覚え、退職

して大学院に入ったことが、現在の職に就くきっ

かけになりました」

　アメリカやヨーロッパの企業では、職務に対し

て求められる専門性があり、即戦力として能力の

基準となる職務経験や専門的学位が重視される。

同じ職務であれば、企業が違っても賃金の差はあ

まりつかない。一方、明確に職務が決まっていな

い日本企業では採用時、大学での専攻よりも、人

物や人柄、学歴、特にどこの学校を出たかが重要

人材評価基準のない日本型雇用慣行が
社会の格差と閉塞感を生み出している

小熊英二氏

歴史社会学者の小熊英二氏は、日本の大企業に見られる雇用慣行が、
社会全体のしくみを規定していると指摘する。

社会の閉塞感にもつながっている日本型雇用の特徴とは何か、
どう形成されたのか。小熊氏に聞く。

OGUMA
EIJ I

Text=瀬戸友子　Photo=小熊氏提供

「 日 本 型 雇 用 」は 変 わ っ た の か
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　この制度を基盤に、一定の教育を受けた人材は

どんな職務でも対応するのが当然で、たとえば簿

記学校を卒業して、地方の裁判所に勤めた後、製

鉄会社で技師になるといったことが実際に行われ

ていたという。

　実は1960年代前半くらいまでは、職務給の導

入など、政府が主導して欧米型の企業横断的な

ルールを作ろうという動きもあった。ところがこ

れは、企業が嫌ったために実現しなかった。日英

の工場を比較調査した社会学者のロナルド・ドー

アの研究からは、日本の製造業では、自社の技能

工が資格を取得することに後ろ向きだったことが

わかるという。

 「企業を超えて通用する技能資格を取ると、他社

に移ってしまう恐れがあったからでしょう。経営

者としては、自社の裁量で人事も給与も決められ

る体制を守りたかったのです」

　このようにして、職務ごとの評価基準なきまま、

現在に至った。欧米に見られる「職務の平等」の

代わりに、企業内のすべての労働者に長期雇用と

年功賃金が適用される「社員の平等」が実現した。

3割の大企業型とそれ以外 
顕在化し続く二重構造

　とはいえ戦前までは企業のなかに身分差があ

り、「社員」として身分が保証されたのは、一部

の上級職に限られていた。それが戦時中の総力戦

体制、戦後の民主化運動を通じて、高学歴のエリー

ト社員、高卒のホワイトカラー、現場のブルーカ

ラーなどすべての労働者の「社員の平等」が企業

内で実現された。

　これによって生じた問題の1つは、「名目的に

は全員が幹部候補生となるため、昇進が遅くなる

こと」（小熊氏）だ。日本企業は欧米企業に比べ

て昇進や選抜が遅いが、全社員を戦前の上級職と

同じように処遇した代償である。

　もう1つの問題は、社内の身分格差が解消され

る一方で、その外側に新たな二重構造が生まれた

ことだ。1社の勤続年数による社内でのタテの移

動はしやすくなったが、企業を超えたヨコの移動

はかえって難しくなった。

 「ただしこれは主に大企業の話。中小企業では業

績給も多く、長く勤めてもあまりメリットがない

ので、よりよい条件のほかの中小企業へ移動する

ことも珍しくありません。大企業と中小企業の賃

金格差は以前からありましたが、大企業の『社員の

平等』が達成されたことで、企業規模による二重構

造が顕在化しました」

　さらに、1980年代以降は別の「二重構造」も顕

在化した。高度経済成長が終わり、賃金コストの負

担が重くなると、企業は非正規労働者の利用を拡大

した。

 「現在の二重構造には、大企業と中小企業の格差に

加え、正社員とそれ以外の格差があります」

　小熊氏は現代日本の生き方を、「大企業型」「地元

型」「残余型」の3つに分類している。「大企業型」

とは長期雇用、年功賃金が適用される大企業の正社

員、「地元型」は地元に留まり、農業や自営業、地

方公務員などとして地域に根ざして働いている人た

ち、「残余型」は都市部の非正規労働者など、所得

が低く、地域につながりもないという人たちを指す。

 「このうち『大企業型』は、全有業者の3割弱と推

計されます。1980年代からこの割合はほとんど変

わっていません。近年、非正規労働者が増えたとい

われるのは、地元型に多い自営業者や家族従業者か

らの転換と女性の労働力化によるもので、正社員の

数が減ったわけではないのです。3割弱の『大企業

型』とそれ以外という二重構造が、社会のしくみと

して今も続いているのです」

　これを根本から変えていくにはどうすればいいの

か、という問いに対し、小熊氏は「人材評価基準を

明確にすることが第一歩ではないか」と答える。職

務ごとの評価基準を明確化すれば、企業を超えた労

働移動が進み、非正規雇用の待遇改善も可能になる。

 「ヨーロッパにはパートタイムの管理職や高度専門

職が存在します。そう簡単なことではありませんが、

たとえば『大企業型』の象徴でもある日本の中央省

庁が、年功を廃して専門家を外部から登用したりす

るようになれば、社会のしくみも変わっていくかも

しれません」

小熊英二氏

東京大学農学部卒業。出版社勤務を経て、東京大学大学
院総合文化研究科博士課程修了。慶應義塾大学総合政
策学部専任講師、助教授を経て、2007年から現職。専門
は歴史社会学。著書に『日本社会のしくみ 雇用・教育・福
祉の歴史社会学』（講談社現代新書）など。

慶應義塾大学総合政策学部教授

PROFILE



14 Works No.191 Aug-Sep 2025

とめた「雇用柔軟型」という3つの雇用区分を設

定し、各社の戦略に応じて適正な割合で組み合わ

せることを提言している。

　報告書が刊行された1990年代半ばは、日本企

業を取り巻く経済環境が激変した時期だった。先

進5カ国の蔵相がドル高の是正に協調した1985

年のプラザ合意以降、急速な円高が進行し、輸出

産業は深刻な影響を受けた。その後のバブル崩壊

で日本経済は不況に陥り、1990年代には再びの

円高に見舞われた。グローバル化対応の遅れも重

なり、企業の喫緊の課題としてコストコントロー

ルの必要性が高まっていた。

　報告書がどれだけ影響を与えたかは別として、

『新時代の「日本的経営」』の刊行後、雇用柔軟型

にあたる非正規の割合が増えていったのは事実

だ。1996年には労働者派遣法が改正され、対象

業務が26業務に拡大。1999年にはネガティブリ

スト方式に変更され、禁止された業務を除いては

原則として派遣を行うことができるようになっ

た。バブル崩壊後の1990年代には新卒採用が抑

制され、就職氷河期世代を生み出した。現在、雇

用者全体に占める非正規労働者の割合は約4割に

まで上昇している。

「長期的な視野」と
「人間尊重」の基本は変えない

　しかし、八代氏は、「もともと報告書が目指し

ていたのは、雇用の安定だった」と語る。八代氏

はオーラルヒストリー研究として、報告書の作成

者をはじめ当時を知る関係者へのインタビューを

行い、刊行の経緯や狙いについての貴重な証言を

　30年前の1995年は、日本型雇用システムの転

換点の1つといわれる。この年、日本経営者団体

連盟（日経連）は、1993年に日経連内で立ち上がっ

た「新・日本的経営システム等研究プロジェクト」

の議論を踏まえ、企業の労務管理のあり方につ

いて提言する『新時代の「日本的経営」』を発表。

その内容は、これまでの日本的雇用を根幹から見

直すべきだというものだった。

 『新時代の「日本的経営」』は、雇用の流動化を

肯定し、今日に至る非正規社員の急増や賃金抑制、

雇用不安のきっかけになったとして批判されてき

た。特にやり玉に挙げられてきたのは、「雇用ポー

トフォリオ」という考え方だ。報告書では、従来

型の正社員にあたる「長期蓄積能力活用型」、専

門性を生かす「高度専門能力活用型」、パート労

働者、契約社員、派遣労働者など非正規雇用をま

企業・従業員の雇用・
勤続に対する関係

注1：雇用形態の典型的な分類　注2：各グループ間の移動は可
出所：『『新時代の「日本的経営」』　オーラルヒストリー』（慶應義塾大学出版会）15ページ

『新時代の「日本的経営」』は
日本型雇用を変えたのか

八代充史氏

30年前、日経連が刊行した報告書『新時代の「日本的経営」』は、
非正規社員増加の契機になったとされ、長く批判の対象であった。

当時の関係者にインタビューを行った労働経済学者、
八代充史氏とともに、その影響を考える。

YASHIRO
ATSUSHI

Text=瀬戸友子　Photo=八代氏提供

企業側の考え方
定着 移動

従
業
員
側
の
考
え
方

短
期
勤
続

長
期
勤
続

長期蓄積能力活用型グループ

高度専門能力活用型グループ

雇用柔軟型グループ

長期蓄積能力活用型グループ

高度専門能力活用型グループ

雇用柔軟型グループ

「 日 本 型 雇 用 」は 変 わ っ た の か
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引き出している。その内容は、『『新時代の「日本

的経営」』　オーラルヒストリー』（慶應義塾大学

出版会）にまとめられている。

 「日経連にとって『日本的経営』は守るべきもの

でした。ここでいう日本的経営とは、労使関係の

安定であり、雇用の安定です。専務理事として報

告書の作成を主導した福岡道生さんも、『長期的

な視野と人間尊重という基本的な方針は変わらな

い』と明言されています」

　当時既に、日本的経営はもう立ち行かない、もっ

と流動性を高めるべきだという議論は世の中に出

ていたが、日経連のなかでは長期雇用を崩す考え

はなかったという。日本型雇用システムでは、出

向や転籍といった雇用調整の手段があったため、

解雇で人を減らさずとも対応できたという事情も

あった。

 「一方で、今後さらに経済環境が厳しくなったと

き、人件費をどう管理するのかという問題が目の

前に突きつけられていた。そこで、長期雇用を守

ることを大前提として、ポートフォリオで考えよ

うというのが日経連の出した処方箋でした。いわ

ば日本的経営を新時代に適用させていくためのギ

リギリの施策が、雇用ポートフォリオだったので

はないでしょうか」

見通しより増えすぎた 
「雇用柔軟型」

　作成者の証言からも、そのことがうかがえる。

『新時代の「日本的経営」』で提示された雇用ポー

トフォリオは、特に「雇用柔軟型」に注目して雇

用不安の拡大につながったと批判されることが多

いが、当時日経連の要職にあったインタビュイー

の1人は、八代氏たちのインタビューに対して、

当初の見通しより雇用柔軟型が増えすぎたことを

憂いている。

　当初から日経連は「雇用柔軟型」への転換を促

してきたわけではなく、あくまでも中立的なスタ

ンスを取っていた。報告書には「自社型雇用ポー

トフォリオ」と記述されており、適正な組み合わ

せは自社で探っていくものだ、としている。3つ

の雇用区分間は柔軟に移動できるものとし、固

定的な身分と受け止められないよう、重複部分を

設けて点線で表すなど説明の仕方に細心の配慮を

払っていたという証言もある（14ページ図）。

　むしろ日経連からすると、雇用ポートフォリオ

の最大のポイントは、「高度専門能力活用型」に

あった。高度な専門能力を持ち、成果で評価され、

1企業に留まらない活躍をするような新しい人材

像を打ち出したことだ。

 「ところが、『高度専門能力活用型』については、

インタビューで尋ねても、あまり具体的なイメー

ジは出てきませんでした。後になって考えてみる

と、長期蓄積能力活用型と雇用柔軟型だけでは、

こちらが増えればあちらが減るというゼロサムに

なってしまうので、それを中和するために3つの

分類を作ったのではないか。もちろん誰もそんな

ことは言いませんし、実際にどこまで意識してい

たかはわかりませんが、私はそのように推測して

います」

お墨付きによって 
時代の空気を変えた

 『新時代の「日本的経営」』への批判は、雇用問

題が注目を集めるたびに繰り返されてきたが、八

代氏は「過大評価してもいけない」と注意を促し

ている。学術界やメディアが関心を持つほど、当

時の企業の現場に浸透していたとはいえないから

だ。実際、この報告書をテキストとして、人事の

方針を変えた企業が続出したわけではない。

 「この報告書が、雇用不安を招いた直接の原因だ

というのはさすがに言いすぎです。しかし、一定

の影響力を持つ経済団体の正式な報告書として記

載されたことで、雇用柔軟型を活用することにお

墨付きを与えたとはいえるでしょう。報告書を

きっかけに、当時はまだ少数だった派遣労働を活

用してもよいのだという空気が生まれ、やがてど

んどん広がっていった。その空気の醸成に『新時

代の「日本的経営」』が貢献したことは確かだと

思います」

昭和女子大学 専門職大学院
福祉社会・経営研究科 福祉共創マネジメント専攻
特命教授

八代充史氏

慶應義塾大学大学院商学研究科博士課程単位取得退学。
博士（商学）。日本労働研究機構（現労働政策研究・研
修機構）研究員、慶應義塾大学商学部助教授、教授を経
て、2025年4月より現職。専門は人的資源管理論、労働
経済学。

PROFILE
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　青野さんは子ども時代、父親は単身赴任、
母親は介護で多忙だったため、あまり親の
干渉を受けずに好きな発明やプログラミン
グに没頭して過ごした。「好きなことだけ
をして育ったので、楽しくないことはやり
たくない」という原体験が、働き方に対す
る考えにもつながっている。
　高校に入ると働くことに興味を持ち、郵
便物の仕分けのアルバイトをしてみた。し
かし単純作業に面白みを感じられず、「『働
くなら楽しくなければダメだ』と痛感させ
られました」。その思いから大学時代はバ

イトをせず家賃2万円の木造アパートで暮
らした。
　卒業後は松下電工（現パナソニック）に
入社。1年目は「見るもの聞くものが面白
かった」が、次第に人事評価も昇給も一律
で、個人の仕事ぶりが反映されないことに
意欲を削がれていく。さらにインターネッ
トが出現して「世界が変わる」と大きな衝
撃を受け、3年で退職して同僚2人とサイ
ボウズを設立した。バブル崩壊後で不景気
だった当時、せっかく入れた大企業を離れ
て起業するなど、周囲に大反対されても仕
方のないところだ。
 「親は僕の性格を見抜いていて何も言いま
せんでしたが、一緒に創業した仲間は義理
の両親に『大手企業の社員だから結婚を許
したのに』と嘆かれたそうです」
　創業から2カ月後、スケジュールや掲示
板など4つの機能を搭載したソフトウエア
をリリースした。このソフトの開発にも「働
く」を巡る前職での経験が関わっている。
　青野さんは前職で、多忙な先輩を手伝い

Text=●●●●●　Photo=●●●●●

 「楽しさ命」の少年が
働き方を変えた
100人100通りの
マッチングを目指す
サイボウズ代表取締役社長の青野慶久氏は、
社員の「100人100通りのマッチングを目指す」
組織を作り出し、事業を通じても

「働き方」にまつわる課題解決に取り組む。
青野氏の目指す「誰もがワクワクできる
働き方」とは、どのような姿だろうか。

こ の 3 0 年 の 「 働 く 」 を 見 つ め て

青野慶久氏
大阪大学工学部卒業。松下電工（現パ
ナソニック）を経て1997年、同僚2人とと
もにサイボウズを設立。2005年から現職。
ノーコードで業務効率化アプリを作れるクラ
ウドサービス「kintone」などを展開している。
結婚の際に妻の姓を選択し、選択的夫婦
別姓訴訟の原告となったことや、経営トッ
プとして時代に先駆けて育児休業を取得し
たことでも社会の注目を集めた。著書に

『チームのことだけ、考えた。サイボウズはど
のようにして「100人100通り」の働き方
ができる会社になったか』（ダイヤモンド社）
など。

サイボウズ代表取締役社長

Text=有馬知子　Photo=今村拓馬
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「ならば君はどうしたいのか」と聞くと数
日後、「仕事を覚えたいので、今のままで
いい」という返事が来た。
 「他人と自分を比べると『損をしている』と
いう感覚が生まれますが、自分に『何をし
たい』という軸があれば、その軸に照らし
てどう働くべきかを考えるようになります」
　多様な働き方をする人が増え、「半紙が多
様な色・形のドット模様になる」につれて反
発は減った。むしろ入社1年目に副業で起
業する、といった同僚を目の当たりにして
刺激を受け、「自分はどんな『ドット』にな
りたいのか」と考える社員が増えたという。
　個別対応でうまく機能した取り組みを横
展開し、副業や育児・介護支援の施策などを
制度化していった。その結果、離職率は7％
弱（2024年12月末時点）にまで減った。
 「離職が減って社員の勤続年数が長くな
り、子育て中の女性や外国人、遠隔地に住
む人など多様な人材も集めやすくなった。
個人のニーズを起点にしたことは最も合理
的で、生産性が高まるやり方だったと考え
ています」

オープンな議論が組織を支える
「わがまま力」も鍛えたい

　ただコロナ禍以降、働き方の決定権が社
員に偏り、業務に支障が出るような極端な
働き方を希望する例やチームワークの妨げ
になるケースも見られるようになった。こ
のため部下が希望を出すだけでなく、マネ
ジャーも部下に求める業務内容や働き方を
示し、双方の合意で働き方を決める「マッ
チング」を重視するようになった。
　対話によって合意を形成し、働き方を
決めるというやり方が成立するのは、同社

に「オープンに議論する」カルチャーが浸透
しているためだ。経営陣や上司の提案に異論
があるなら、若手や新人であっても意見を言
うことが求められる。「声を上げないままで
意に染まぬ結果が出たら、むしろ言わなかっ
た人が悪いというのが当社の考え方です」
　経営会議の議題も事前に公開され、社員
は意見を表明でき、会議もリアルタイムで
視聴可能だ。「いろんな人がわあわあ意見
を言う職場が、僕にとって『ワクワクでき
る職場』。規模が拡大するほど合意形成は
大変になりますが、できる限りこのやり方
を通したいと思います」
　一方で社員のなかには、働く「軸」が定
まらず、自律的なキャリア形成や意見表明
に対して消極的な人も一定数存在する。こ
うした層にも、毎年の働き方の見直しなど
を通じて、「どんなキャリアを歩みたいか」
ひいては「どう生きていきたいか」を考え
てもらい、「もっと『わがまま』になる力
を鍛えてもらいたい」とも語った。
　青野さんは、日本企業がこれからさらに
多様化、グローバル化するなら「100人
100通り」の発想が必要ではないかとも指
摘する。多くの企業は、新卒一括採用や役
職定年制などを通じて集団として人材を処
遇することに慣れ、個別対応を「不平等」
や「特別扱い」とみなしがちだ。このため、
集団から外れた人材を受け入れづらくなっ
てはいないか、と疑問を投げかけた。「ケー
キを3人で分けるとき、食後やダイエット
中といった事情を考慮せず、単に3等分す
るのは実は最善の方法とはいえません。働
き方も『平等』ではなく、社員一人ひとり
の『幸福』を考えて決めるべきだと考えて
います」

たくても仕事の内容がわからず手を出せな
い、という経験を何度もしていた。会議の
日程調整に、膨大な手間と時間がかかるこ
とももどかしかった。そこで、業務内容や
スケジュールをソフトで共有できれば、業
務シェアや日程調整を簡単にできるように
なる、と考えたのだ。
 「当時から技術の力で、働き手が協力して
より『ワクワク』しながら働ける職場を作
りたいと考えていたし、その思いは今も続
いています」

個別に希望を叶える
離職率28％が大幅改善
　ただ当時の同社は長時間労働が常態化
し、「ワクワクできる」とは言い難かった。
青野さんが社長に就任した2005年の離職
率は、実に28％に上った。離職を防ごう
と社員に話を聞くと、「副業したい」「定時
で帰りたい」など、それこそ「100人100
通り」の要望があった。
 「それらを一つひとつ叶えていったら、離
職率が見事に下がったのです」
　たとえば副業を認めたときは、「副業先
に引き抜かれるのでは」「技術が漏れるの
では」といった心配もした。しかしふたを
開けると、副業できることに魅力を感じて、
給与が多少下がっても優秀な人材が転職し
てきた。多くの場合、個人の希望を叶える
メリットのほうが、デメリットよりもはる
かに大きかった。
　また当初は、変則的な働き方をする人が
少なかったために「半紙に墨汁を一滴たら
したように」目立ち、反発も出た。独身の
若手男性社員から「早く帰る人のせいで残
業が増える」と文句を言われたこともある。
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　これに対して、従来のメンバーシップ型では新

卒一括採用が主流だ。基本的には、専門的なス

キルや経験はまったく持たない状態で入社してく

る。今は何もできないが、「能力」のある人を採

用して、入社後にOJTでさまざまなポストを経験

させながら、上司や先輩が鍛えていく形になる。

　日本の教育システムもそれを前提にしており、

大学では専門性を高める教育よりも、何でもでき

る潜在能力の高い人材の育成が行われている。教

育システムそのものが変わらない以上、いかに会

社がジョブ型を標榜しても、実際に運用できるの

かという疑問が残る。

 「OSを変えるのは社会全体の問題であり、1社だ

けでできることではありません。そもそも雇用契

約を規定した日本の民法は、ジョブ型の法制であ

るにもかかわらず、裁判ではメンバーシップ型の

実態とのギャップを埋めるような判例が積み重ね

られてきました。戦後80年かけて、日本の企業

と労働者が営々と積み上げてきたシステムが、そ

う簡単に変わるとは私には思えません」

能力主義も成果主義も 
メンバーシップの上にある

　過去にもさまざまな雇用改革が謳われたが、メ

ンバーシップ型という基盤は変わらなかったと濱

口氏は主張する。

 「30年前の1995年は、日経連が『新時代の「日

本的経営」』を提言した年です。これをきっかけ

に非正規雇用が増えて日本の雇用が変わったと、

メディアからは諸悪の根源のように言われること

　労働環境の変化を受けて、日本型雇用システム

の見直しが進んでいる。ジョブ型への転換を図る

企業が増えてきており、政府も「ジョブ型人事指

針」を打ち出してその流れを後押ししている。

　しかし、労働政策研究・研修機構の濱口氏は、｢本

質は何も変わっていない」と指摘する。日本と欧

米の雇用システムの違いを「メンバーシップ型」

「ジョブ型」という言葉で整理した濱口氏から見る

と、今、世間で「ジョブ型」といわれているもののほ

とんどは、本来のジョブ型ではないという。

 「私は日本型雇用の本質は、社員という名のもと

に、会社のメンバーとなっている点にあると考え

ています。終身雇用、年功序列、企業別労働組合

という日本的経営の『三種の神器』も、そこから

派生した現象にすぎません。たとえば勤続年数を

見ても、頻繁に転職するのはアメリカくらいで、

日本とヨーロッパではそれほど変わりません。本

来、人に値札をつけるのがメンバーシップ型、ジョ

ブに値札をつけて、そこに人をはめ込むのがジョ

ブ型です。私からすると今の日本の状態は、メン

バーシップ型のOSの上にジョブ型っぽいアプリ

を走らせようとしているだけに思えます」

　OSを変えるということは、雇用契約のあり方

そのものを変えるということだ。たとえば雇用の

入り口を考えると、ジョブ型雇用では、必要なポ

ストが生じたときにその都度採用する形になり、

そのジョブを遂行するのに必要なスキルや経験を

持っているかが重視される。新卒であっても、一

部の超エリート校の卒業証書が職業資格として機

能している。

Text=瀬戸友子　Photo=刑部友康（18P）、時事（19P）

ジョブ型のアプリを乗せているだけで
メンバーシップ型というOSは

変わっていない

濱口桂一郎氏

近年、ジョブ型への切り替えを進める企業は多い。
メンバーシップ型といわれる日本の雇用システムは変わっているのか。

「メンバーシップ型」「ジョブ型」の名付け親である労働法学者の濱口桂一郎氏に聞く。

HAMAGUCHI
KE I ICHIRO

「 日 本 型 雇 用 」は 変 わ っ た の か
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もありますが、私は少し違うと思っています。あ

れは、私の言う日本型雇用のコアの部分を根本的

に見直そうというものではありませんでした」

　濱口氏によると、『新時代の「日本的経営」』が

目指したのは、企業の人件費負担が重くなるなか、

日本型雇用システムのメンバーを濃縮しようとす

るものだった。具体的には、「長期蓄積能力活用型」

と称する正社員の数を減らし、年功ではなく成果

で厳しく評価することで、少数精鋭にしていくこ

とを目指していた。

　そのために、周縁に従来のパート・アルバイトな

どの「雇用柔軟型」と、専門職にあたる「高度専門

能力活用型」を新たに創設したが、「高度専門能力

活用型」は普及せず、「雇用柔軟型」ばかりが増え

てしまった。結果的に非正規社員の増加という新

たな問題を招いたことは確かだが、メンバーシッ

プ型の根幹にある正社員のあり方は従来のままだ。

 「当時は『成果主義』がもてはやされ、大変革の

ように騒がれました。ところが遡れば、その20

年ほど前から日本企業は『能力主義』でやってき

たはずです。結局、能力主義といいながら実態と

しては年功的に運用されてきたから、次は成果で

見るといっているだけなのでしょう。いずれにし

ても、人に値札をつけていることに変わりはあり

ません。人への値札のつけ方を、潜在能力ややる

気の評価で見るのか、目標管理制度における仕事

の成果で見るのかの違いであって、基本的には同

一線上の話だと思っています」

　日本企業は、意識してかせずかはともかく、メン

バーシップ型というOSを維持しながら、能力主義

や成果主義を標榜して社員を絞り込み、厳しく締め

上げていった。結果的に、そこから外れる人たちが

増え、非正規となっていった。それは日本企業の生

産性向上にも、日本全体の競争力強化にもつながら

なかったのではないかと濱口氏は総括する。

変わらなければ困る人が 
どれだけ現れるかによる

　しかし、強固な日本型雇用システムにも、時間

をかけて少しずつ変わってきたものがある。その

1つが、女性の立場だ。

　戦後80年のうち前半の40年間、企業において

女性はメンバーシップの周縁に追いやられてい

た。4年制大学卒の女性は敬遠され、入社しても

補助的な仕事しか与えられなかった。結婚退職が

当たり前で、子育て後に復職したいと思っても非

正規の道しか残されていなかった。

　しかし、1985年に男女雇用機会均等法が成立

して以降、後半の40年間で、ゆっくりとではあ

るものの女性を戦力として活躍させようという機

運が高まってきた。女性の高学歴化が進み、結婚・

出産後も働き続けることが当たり前になってき

た。教育や家族のあり方も含めて、社会全体のシ

ステムが変わってきたからだ。

　一方、企業のなかでは男性中心だった既存の仕

組みが維持されているため、さまざまな矛盾も生

まれている。介護や育児などさまざまなライフス

テージの事情を抱える人が増えたことで、長時間

労働で忠誠心を評価することが難しくなり、会社

都合での転勤が受け入れられないケースも出てき

た。日本企業の正社員の特徴だった労働時間、勤

務地、職務内容という3つの無限定性が変わって

いく可能性もある。

 「労働時間と勤務地の無限定性については、『こ

のままでは困る』人が実際に現れているので、変

化の兆しが見えています。しかし職務内容につい

ては、変えざるを得ないと思っている人がどれだ

けいるのか。たとえば教育システムが従来のまま

なのに、新卒で入ってきた人にジョブ型を適用し

ようとしても、むしろ本人たちも困るのではない

でしょうか。その意味で、ジョブの無限定性につ

いては、今のところ変わる契機が見えません。結

局、1社でできるのは既存のOSの上にジョブ型

のアプリを走らせてみる程度のことです。私はそ

れでもいいと思っています。ジョブ型という言葉

が独り歩きして、幻想がふくらまないように、水

をかけるのが自分の役割だと思っています」

労働政策研究・研修機構労働政策研究所所長

濱口桂一郎氏

東京大学法学部卒業。労働省（現厚生労働省）に入省後、
東京大学客員教授、政策研究大学院大学教授を経て、2017
年4月より現職。専門は労働法、社会政策。著書に『ジョブ
型雇用社会とは何か　正社員体制の矛盾と転機』（岩波新書）
など。

PROFILE

改正を重ねた男女雇用機
会均等法によって、女性
は働き続けやすくはなった
が、男女の賃金格差など
依然として課題は多い。
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が分裂して存在しているとの印象を受けました。

　ただ2000年ごろは、若者が夢を追うために1

回フリーターという道を選んだとしても、いずれ

はまた正規雇用の社員になれるという期待感があ

りました。こと女性に関しては、本人が非正規雇

用で収入が低くても、正規雇用の男性と結婚して

専業主婦になればとの目算もあったと思います。

　私は、当時からそんな見込みに疑問を感じ、多

くのパラサイト・シングルが親と同居したまま年

を取っていくのではないかと心配していました

が、この予測は、後に現実のものになりました。

非正規雇用者の割合が大きくなり、未婚率は上昇

し、パラサイト・シングルの中高年化が進んだの

です。

 「希望」は努力したらそれが報われる状態でこそ

抱けるといわれています。平成になって、努力し

ても報われる人とそうでない人がいる。希望とい

う状態に格差が生じるようになったと感じました。

平成の30年間に生じた
「4つの負のトレンド」

　希望格差の拡大には、平成の30年間に生じた「4

つの負のトレンド」が大きく影響を及ぼしている

と考えています。それは①経済停滞、②男女共同

参画の停滞、③少子高齢化の進行、④格差社会の

進行で、これらは相互に影響し合っています。

　経済停滞の原因の1つは、ジェンダー差別的な

雇用環境です。大卒女性という高度人材を企業が

活用しなかったため、労働力の効率的な移動が実

現せず経済は停滞しました。特に地方の中小企業

では、今でも女性に差別的な扱いをするところが

 「希望格差」に注目するようになったのは、親の

家に同居し続ける若者を分析したことがきっかけ

でした。1999年、著書『パラサイト・シングルの

時代』を出した直後、厚生省（現厚生労働省）から

の依頼で全国の当事者への調査を実施しました。

若者たちは「ロックスターになりたい」などと夢

を話していましたが、実際の仕事はアルバイトで、

夢を語りながらも、将来については「考えたくない」

「わからない」と言う。「本当にやりたい仕事」と

「ただお金のためだけにこなしている仕事」の2つ
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共働き等世帯数の推移

出所：内閣府男女共同参画局『令和4年版 男女共同参画白書』

1.昭和60年から平成13年までは総務庁「労働力調査特別調査」（各年2月）、平
成14年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」より作成。「労働力調査特別調
査」と「労働力調査（詳細集計）」とでは、調査方法、調査月等が相違すること
から、時系列比較には注意を要する。
2.「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」とは、平成29年までは、夫が非農林
業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）かつ妻が64歳以下
の世帯。平成30年以降は、就業状態の分類区分の変更に伴い、夫が非農林業雇
用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び失業者）かつ妻が64歳以下の世帯。
3.「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者（非正規の職員・従
業員を含む）かつ妻が64歳以下の世帯。
4.平成22年及び23年の値（白抜き表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く
全国の結果。

「希望格差」は解消したのか
令和は格差「固定化」を懸念

山田昌弘氏

社会の変化が家族に与える影響について考察し続けてきた
中央大学文学部教授の山田昌弘氏が著書『希望格差社会』を上梓したのは2004年だった。

それから約20年。人々は将来に希望を抱けるようになったのか。
平成から令和の時代にかけて進行した「希望格差」と、その原因について山田氏に聞いた。

YAMADA
MASAHIRO

「 日 本 型 雇 用 」は 変 わ っ た の か

（備考）
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多い。内閣府男女共同参画局の「令和6年度　地

域における女性活躍・男女共同参画に関する調査」

によると、都会に転居した人の出身地域を離れた

理由として「やりたい仕事や就職先が少なかった

から」との回答は女性22.6％、男性21.9％、「地

元から離れたかったから」は女性20.7％、男性

13.6％でした。

　4つの負のトレンドを下支えしてきたのは、「日

本的労働慣行」と「性別役割分業型家族」という

2つのシステムです。正規雇用の男性であれば、

雇用は原則定年まで保証され、年齢を重ねるに従

い地位が上がり、収入が増えるというシステムは、

夫は仕事で妻は家事という「性別役割分業型家族」

とともに戦後から一般庶民の間に広がり、戦後、

昭和の時代にはうまく機能しました。

　しかし、1980年ごろから世界でグローバル化

が進み、産業の中心が製造業からサービス業に移

り、経済・社会が大きく変わると、経済発展のた

めには柔軟な雇用や女性の活躍が不可欠になり

ます。しかし、企業では変化の時代にあって主た

る稼ぎ手である男性の雇用や地位を守る（それに

よって家族を守る）、という部分最適的な行動こ

そが正しいとされました。一つひとつの企業が正

しいと思える行動を取っても、全体にとってはよ

い方向とはならない「合成の誤謬」によって、日

本企業は成長の波に乗れなかったのです。

日本全体の歩みはとても遅い 
緩やかに衰退と悲観的考えも

　平成が、仕事や家族などさまざまな点で格差拡

大が進行した時代だとすると、令和ではその格差

が固定化するのではないかと懸念しています。

　1990年の50歳の未婚率は男性5.6％、女性4.3％

で、大多数の人は結婚していました。ところが

2005年では男性16.0％、女性7.3％、2020年に

なると男性28.3％、女性17.9％と上昇傾向が続

いています。つまり平成初期に若年未婚者だった

人々の多くが結婚せず、未婚のまま中年に達した

ということです。結婚して家族を形成できる人々

と、そうではない人々の間で格差が固定化したま

ま、30年が経過したのです。

　仕事の面でも、格差の固定化が懸念されます。

令和に入ってからも、いまだ共働きといえば「夫

正規雇用−妻パート」の組み合わせが圧倒的に多

く、2021年には691万世帯となっています。そ

れに対して、妻もフルタイムで働いている世帯は

486万世帯で、平成の30年間でほとんど増えてい

ません（20ページ図）。

　こうしたことが影響しているのか、日本では自

身の人生に「諦め感」を抱く若者が多くいます。

こども家庭庁の「我が国と諸外国のこどもと若者

の意識に関する調査」（令和5年度）によると、40

歳ぐらいになったときに「幸せになっている」か

を聞くと、「そう思う」と回答した日本の若者は

22.2％で、アメリカやドイツ、フランス、スウェー

デンと比べて著しく低く、「自分自身に満足して

いる」に至っては「そう思う」との回答は14.6％

に留まりました。

　学生と接しているなかでも、彼らの諦め感を実

感する機会は多くあります。現代の若者たちは、

職業生活に対するワクワク感を求めていないし、

賃金もインセンティブになっていない。私が講義

で「日本は戦後80年間平和だったが、ずっと平

和かどうかはわからない。今後、何かあっても食

べていけるような仕事に就くことを考えなさい」

という話をしても、「賃金が安くても居心地がい

い仕事のほうがいい」と言うのです。現在、日本

全体の変化はとても遅い。今のままだと、令和の

時代には日本は緩やかに衰退し、経済や社会制度

を大きく変革している先進国はもちろん、中進国

にも抜かれるだろうという悲観的な考えを持たざ

るを得ません。

　衰退を食い止めるためにどこから手をつければ

いいか、長年、日本の親子や夫婦の関係を研究し

てきた私から見ても、変革のトリガーを見つけら

れていないのが正直なところです。

　まずはできることとして、企業には、さまざま

な事情で新卒一括採用から漏れた人を考慮し、複

数の入職パターンを設計してほしい。政府には、

自営業者やフリーターへの子育て支援の拡充や、

第3号被保険者制度の撤廃などを進め、共働きで

働きたいと思ったら希望の職に就ける雇用システ

ムを作ってほしいです。

中央大学文学部教授

山田昌弘氏

著書に『パラサイト・シングルの時代』（ちくま新書）、『希望格
差社会　「負け組」の絶望感が日本を引き裂く』（ちくま文庫）、

『希望格差社会、それから　幸福に衰退する国の20年』（東
洋経済新報社）など。

PROFILE
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国際比較で見る
日本の雇用の
本質的な課題

多くの日本企業が時代の変化に合わせて
日本型雇用を修正しようと模索し続けてきたこの30年。
現代の「日本の雇用」の、今なお残る課題とは何か。
リクルートワークス研究所が7カ国の
30〜40代・有業者を対象に実施した調査

「Global Career Survey 2024」（以下、GCS）から、
その実態が浮かび上がってくる。

　新卒一括採用、企業主導の人事異動、OJTによる育成、終
身雇用など「日本型雇用」の特徴は、どれほど日本独自のも
のなのか。それを明らかにしようとしたのが、GCSの多国
間比較だ（左図）。「日本型雇用の特徴といわれてきたものと
現在の日本の雇用の実態には、いくつかの乖離も見られまし
た」と説明するのは、調査・分析を担当した主幹研究員の萩
原牧子だ。
　1つは、年功型賃金。これは他国にも見られる傾向であり、
日本特有とはいえない。「むしろ日本は、年齢による賃金の
上昇幅が他国よりも小さい傾向が見られました。さらに、仕
事を遂行する能力と賃金との関係を実感できていない人が多
いことも特徴的です」（萩原）
　もう1つは、OJTによる育成も「日本の強み」とされてき
たが、受け手の側が「OJTを受けた」と実感している割合は、
7カ国中で最も低い。
　制度としては日本型雇用の構造を保っていても、その恩恵
が実際には享受されていないことも浮かび上がった。たとえ
ば、日本では企業主導の人事異動が相対的に多いにもかかわ
らず、職種や勤務地をまたぐ異動経験を持つ人の割合は最も
低く、視界を広げ多様な経験を積むことができていない。加
えて、日本は長期雇用の傾向が強い一方で、「将来も継続し
て雇用されると思うか」という問いに対して「不安がある」
と答えた割合が最も高かった。「制度が目指すことと現実と
のギャップが、日本の雇用の大きな課題だと思います」（萩原）

 「日本の雇用」の現在地
目指すことと現実にギャップ

日本型雇用の７つの特徴は
他国と比較して日本だけの特徴か

７つの特徴 実態と発見

新卒
一括採用

⃝大学を卒業後、すぐに就職した人の割合、そのうち初職が正
社員だった人の割合はいずれも日本が最も高い

⃝他国でも卒業前から卒業後 6 カ月以内に就職する人の割合は
高い

企業主導の
人事異動

⃝日本が最も職種や勤務地をまたぐ異動を経験しておらず、他
国のほうが多い

⃝一方で、「業務命令」による職種変更、勤務地変更の可能性
と経験率は日本が最も高い。他国の異動は「会社からの打診」
による本人の同意に基づく

年功型
賃金

⃝年齢上昇、勤続年数に伴い年収が上昇する傾向は日本だけの
特徴ではない

⃝日本では仕事を遂行する能力が給与に影響すると思っている
人が少ない

OJT による
育成

⃝ OJT を受けた割合は日本が圧倒的に低い。若い人が受ける
傾向にあるのも特徴

⃝質的にも、日本は教育プログラムに基づかず、現場任せ

幹部の
内部登用

⃝執行役員の内部登用は他国でも珍しくないが、その割合は日
本が最も高い

⃝日本では幹部登用の方法や基準を認識していない人が多く、
人事の不透明性や社員の無関心さが見えてくる

終身雇用
⃝日本は 30 代の平均勤続年数が 1 位、40 代の勤続年数は 2 位

と長い
⃝一方で、継続雇用に不安を持つ人は多い

企業別
労働組合

⃝日本では労働組合加入者のうち９割は企業別労働組合で、突
出して高い

⃝他国と比べて労働組合の役割の認識が低い

＊ ＝日本独自、 ＝日本独自とはいえない

 Text =入倉由理子
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　日本型雇用が色濃く残るなかにあって、課題
の1つが、日本企業で働く人々が「学ばない」
ことだ。2023年の1年間に自己啓発に取り組
んだ人は48.0％（左図）。欧米諸国はいずれも
8割を超え、中国でも約8割が自己啓発に取り組
んでいるのに対し、日本は大きく下回っている。
　研究員／アナリストの山口泰史は、「日本企
業では長らく、企業内で必要とされる企業特殊
能力の育成が中心で、自己啓発によって得られ
る一般的スキルの習得が重視されず、個人が自
ら学ぶ必要性を感じにくいのだと思います」と、

説明する。先で見たようにOJTを受けた実感
も乏しいことを踏まえれば、公私いずれの場に
おいても「学んでいない」状況にある。
　自己啓発を行っている人は、行っていない人
に比べて、平均年収が11％ほど高く、「辞めて
も希望の仕事に就ける」とより考える傾向にあ
るなど、ポジティブな影響もデータから見えて
きたという。「社員のスキルアップを通じた生
産性の向上は、会社の成長に資する可能性もあ
ります。企業は制度面でも自己啓発を促す環境
づくりが求められます」（山口）

自己啓発する人は5割以下。学ばない日本人

2023年の1年間で自己啓発を行った人の割合



2323Works No.191 Aug-Sep 2025Works No.191 Aug-Sep 2025

54.7

78.3 76.7

88.3
81.9

89.5

70.1

100
％

80

60

40

20

0

日 

本

ド
イ
ツ

フ
ラ
ン
ス

イ
ギ
リ
ス

ア
メ
リ
カ

中 

国

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

　キャリア自律が叫ばれる昨今だが、
実態はどうか。「自分のキャリアは自
分で決める」という設問に「あては
まる」「どちらかというとあてはまる」
と答えた人の割合は54.7％と、他国
の7〜9割と比べて大きく見劣りする
（左図）。
　ただし細かく見ると、職種・勤務地
ともに「本人が希望すれば変更はある」
「会社側から打診され、本人が同意す
れば変更がある」と回答した人のほう

が、「本人が同意しなくても、業務命
令で職種の変更がある」と回答した人
より、それぞれ「自分で決める」が5％
ポイント程度上回る。
　新卒一括採用や企業主導の人事異動
といった日本の慣行は、職務や勤務地
の無限定性を前提としている。そのな
かで、自らのキャリアを主体的に設計
する意識は育ちにくい。キャリア自律
を促すには、本人の意思を尊重する制
度設計が必要になりそうだ。

キャリア自律の意識が育っていない

　日本型雇用のなかにいる人々にも
課題はあるが、一方でその枠組みから
一度外れてしまうと、再び戻るのが難
しいという厳しい現実も明らかになっ
た。「今の会社を辞めても希望の仕事
に就ける」という設問に対し、「あて
はまる」「どちらかというとあてはま
る」の計は28.2％、「あてはまらない」
が10.3％（下図）と、日本はリスク意
識の高さが鮮明に出た。同様の調査で
聞いた「一度離職して無職期間を経て
も以前と同等の待遇で再就職できる」

（同23.4％）も同じ傾向を示している。
「他国の状況はまったく異なり、離職
や無業がその後の選択に影響を与える
という発想があまりないと考えられま
す」（萩原）
　上記の主観的データだけでなく、実態
ベースのデータもこの傾向を裏付けて
いる。学校卒業後に無業期間があると回
答した人は有期雇用に就く確率が高ま
る、初職が有期雇用と回答した人はその
後も有期雇用が多い、転職回数が多い
ほど有期雇用や年収の低さにつながっ

ているなどの傾向が見られたのだ。
　また、日本の雇用のなかで、今も割
を食っているのは女性だ。「日本では
性別による賃金格差が大きく、年齢・
学歴・雇用形態・職種などの条件を男
女でそろえても、その差は消えません」
と、研究員の石川ルチアは指摘する。
「長期安定雇用」という名の“壁”は、
かつては安心をもたらした。しかし現
代においては、その枠の内と外で大き
な断絶を生み、キャリアの選択肢を狭
めてしまっているのだ。

一度外れると戻れない、日本型雇用の「壁」

調査目的：個人の就業実態を通じて、各国の雇用システムを把握する
調査対象国：日本（1都3県）、ドイツ（全国）、フランス（パリ）、イギリス（ロンドン）、
　　　　　　アメリカ（NY・CA）、中国（北京・上海）、スウェーデン（全国）
有効回答数：日本3,638、ドイツ583、フランス583、イギリス593、アメリカ580、
　　　　　　中国701、スウェーデン558
調査期間：2024年2月26日〜 3月11日（フランス、スウェーデンは3月12日まで）
調査手法：インターネットモニター調査
割付方法：30代・40代の男女4グループに150名ずつ均等割付（日本のみ各700名）「自分のキャリアは自分で決める」割合
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「今の会社を辞めることになったとしても、希望の仕事に就くことができる」割合
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発生しているという欠点があります。やや古い

データですが、韓国経営者総協会によると、韓国

企業281社の2010年新入社員の平均年齢は28.3

歳で、30歳を超えて就職を果たすケースも珍しく

ありません。

　対して、日本では既卒者や年齢の高い新卒者が

あまり好まれない傾向があります。最短卒業年齢

での就職への社会的圧力が韓国に比べると強いこ

とが、結果として若年者のスムーズな就職につな

がっており、「就職浪人」の大量発生が防がれて

いるという面は見逃せません。

　大学での専攻分野や成績がそれほど重視されな

いのも日本の特徴の1つで、企業が独自の基準を

もとに、数度にわたる面接で学生の内面的な資質

や能力を判断してきたという側面があります。

就職競争激しい韓国 
日本の評価軸は多様

　日本で、採用時における評価軸が必ずしも明確

　韓国の新卒一括採用の特徴は主に2つあり、1

つ目は大学卒業後、数年程度の遅れであれば、休

学や留年の経験者に加えて既卒者も対象になると

いうことです。これは韓国に徴兵制度があること

が影響しており、男性の場合、採用までに兵役の

義務を終えていることが求められます。このため、

多くの企業が、その年の卒業予定者に加えて、そ

れ以前の卒業者も新卒採用の対象としています。

　2つ目は、採用にあたって、TOEICなど英語の

能力試験のスコア提出や入社時の筆記試験、イン

ターンの経験など、努力次第で改善可能な客観的

な指標が重視されていること。そのため、学生は

一度不採用になっても、給与条件などがよい大企

業への就職を目指して就職を延期し、試験の準備

や海外での研究、インターン経験などの「スペッ

ク積み」を選択することも多いのです。

　ただ、その当然の帰結として、韓国の就職競争

は倍率が高まって激化し、学生が休学や留年、無

職である期間が長期化し、多くの「就職浪人」が

Text=川口敦子  Photo=有田氏提供

新卒一括採用は功罪半ば
日本の企業は制度改善を

有田 伸氏

職務経験のない新卒者を、既卒者とは別枠で、
企業単位でまとめて採用する「新卒一括採用」。日本と韓国はこれを主流とするが、

その特徴は異なると、東京大学社会科学研究所教授の有田伸氏は言う。
日本的な特徴とは何か、また相半ばする制度の功罪について聞いた。

ARITA
SHIN

日韓の新卒一括採用の特徴

出所：山田真茂留・有田伸・中村英代編
　　　『いま，ともに考える社会学　現代社会論・入門』（2025年、有斐閣）表2-1を改変

韓 国 日 本

卒業後数年程度の既卒者も対象。
長期休学など「標準的な入職年齢か
らの乖離」が許容されやすい

募集の年齢 既卒者や年齢の高い新卒者はあまり
好まれない

英語能力試験、入社時の筆記試験な
ど努力によって改善可能な客観的指
標重視

採用基準 自らの努力では改善しづらい資質・
能力重視

募集職種の細分化と専攻分野の重視
大学での

学びの評価
専攻分野・成績がそれほど重視され
ない

「 日 本 型 雇 用 」は 変 わ っ た の か
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でないことは、日本や韓国、アメリカ、ドイツの

30〜59歳の登録モニターを対象とした「報酬格

差の社会学分析（SARI）」2023年調査からもわか

ります。「ある人に仕事を行う力がどのぐらいあ

るかは、採用時点でだいたいわかる」かどうかを

聞くと、「そう思う」に近い上位3位の回答は、職

業訓練機会の提供が潤沢にあるドイツが計36％で

トップ。アメリカ（同34％）、韓国（同28％）が続き、

日本の回答は最も低くて計20％でした（右図）。

　私が教える東京大学では、「韓国のように指標

が示されているほうが、何を準備すべきかがわか

りやすくてよい」と話す学生がいる一方で、「そ

んなにたくさん準備するのは大変だから、日本の

採用システムのほうがよい」と言う学生もいます。

自らが望む職業キャリアを主体的に開発・形成す

る「キャリア権」は誰にでもありますから、バリ

バリとキャリアを積むにせよ、自分の時間を大切

にしてゆったりと働くにせよ、学生が自らの希望

を明確にして会社と折り合いをつけていくのはよ

いことだと思います。

　就職競争が激しい韓国では、就職希望者の人気

が高い大企業と中小企業との格差が大きく、学生

には「相対評価のなかで、自分も上に行かないと

評価されない」という大きなプレッシャーがあり、

長期にわたる韓国の就職競争を避けて日本の企業

を選ぶ学生もいます。

　それと比較すると、日本では大企業への就職が

難しければ、中小企業で早くから活躍するという

選択肢もあります。加えて、日本企業の評価軸は

会社ごとに多様で、韓国のように1つではありま

せん。まだ職務経験がない若年者のポテンシャル

を重視し、入社後に企業内で育成していくという

よい面もあります。

　ただ、日本の新卒一括採用制度に課題がないと

はいえません。就職のチャンスが基本的には1回

に限られることによる弊害は「ある」のです。私

が課題だと思うことは主に3つです。

　1つ目は、就職氷河期世代のように、景気が悪

化し、採用枠が少なくなった時期に卒業する学生

は、新卒時に適切な就職機会を得られない場合が

あること。2つ目は、新卒で最初に就職した会社

でうまくいかずに早期離職すると、その後のキャ

リア構築が難しくなる場合があること。3つ目は、

職業スキルを評価するための社会的な基準がない

ために、特に外国人採用やキャリア採用の際に、

日本企業の採用担当者は感覚に頼る部分が大きく

なってしまうことです。

国際的に進む職業体系化 
「共通のモノサシ」議論を

　日本の新卒一括採用は、日本企業が広範な人事

権を維持し、事業の変化に合わせて人事異動を柔

軟に行っていくことを志向し続けるのであれば、

今後も残っていくと思います。ただし、課題には

しっかりと向き合い、景気が悪い時期に卒業した

学生にも再度チャレンジする機会を与えたり、第

二新卒の採用枠を増やしたりするなど、従来の制

度を改良する方向で設計し直す必要があるでしょ

う。学生が就職前に留学やインターン、ボランティ

アなどの経験を積むための期間を許容し、学生自

身がさまざまな道を選べるようにすることも大切

です。

　国際的には、社会のさまざまな職業や教育資格

をレベル分けして網羅的に体系化し、国家資格体

系（NQF）を整備する潮流があり、ヨーロッパや

オーストラリア、東南アジアなどの国々が導入し

ていますが、主要国では日本とアメリカが未導入

です。今後、日本で働く外国人を増やし、キャリ

ア採用した人材を適切に評価するためには、個々

の企業の枠を超えて、こうした「共通のモノサシ」

についても議論していくことが求められます。

仕事を行う力を採用時点で「だいたいわかる」とする割合

出所：東京大学社会科学研究所・宇野重規・加藤晋・飯田高編『社会科学のメソドロ
ジー２　測ることの社会科学』（近刊、東京大学出版会）図8-2

1 そう思う 2 3 4 5 6 7 そう思わない

ドイツ

アメリカ

韓 国

日 本

0％ 20％ 40％ 60％
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5％ 13％ 32％ 21％ 16％ 11％

7％ 18％ 27％ 20％ 17％ 8％

10％ 17％ 29％ 18％ 11％ 9％

10％ 21％ 27％ 20％ 13％ 6
％

80％ 100％

東京大学社会科学研究所教授

有田 伸氏

東京大学大学院総合文化研究科博士課程単位取得退学、
博士（学術）。専門分野は比較社会学（教育・労働市場・
社会階層）。著書に『就業機会と報酬格差の社会学　非正
規雇用・社会階層の日韓比較』（東京大学出版会）など。

PROFILE

注：四捨五入のため、比率の合計が100%にならない場合があります。
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を認識しており、2000年代まではIT投資は増え

ました。ところが2010年代に入ると、設備投資

全体と比例してIT投資も低迷。IT人材の育成も

進まず、デジタル化が遅れたのです。

ぬるま湯状態の思考放棄が 
「失われた30年」の本質

　IT投資やIT人材育成への関心が相対的に低

かった理由にはまず、バブル崩壊後の不良債権問

題とIT化の波が重なったことがあります。当時

は、山一證券をはじめとしてさまざまな金融機関

が破綻。政府や経済の専門家の間では「まず不良

債権問題を何とかして、経済を正常化させなけれ

ばならない」というのが共通認識でした。

　ただ、まだ製造業には勢いがあったため、「少な

くとも製造業はこれまで培ってきた技術でやって

いける」という慢心のような感覚がありました。結

果として、多くの日本企業は2000年代にイノベー

ションを生み出す方向に舵を切れませんでした。

　その後、2010年代になると、2008年に発生し

たリーマンショックによって、世界各国は大きな

経済的な打撃を受けました。なかでも、内需が伸

びずに外需に依存していた日本のダメージは大き

く、2009年の経済成長率は前年比5.7％マイナス

になりました。発生地のアメリカは同2.6％マイ

ナスだったので、影響の大きさがわかります。

　そこに円高が追い打ちをかけ、当時の政府が

有効な政策を打てなかったため、日本のGDPが

リーマンショック前の水準に戻らない時期が5年

ほど続き、その間、多くの日本企業は海外に生産

拠点を移しました。現地の需要は現地でまかなう

　日本のデジタル化の遅れは、コロナ禍のさまざ

まな場面で顕在化しましたが、特に大きかったの

は公的部門の遅れです。当時、ホテルや旅館にイ

ンタビューしたところ、同じ届け出を、関係官公

庁や警察署、県庁、市役所など多岐にわたる公

的部門に、それぞれ送らなければならないことに

困っていました。届け出る内容は同じなので、ど

こか1カ所、クラウドのようなところに情報を集

約し、必要に応じて役所が取りに行けばいいの

に、そういう仕事の設計ができていなかったわけ

です。

　日本は、なぜこのように後れを取ってしまった

のでしょうか。問題は、デジタル化の手前、IT化

に遡ります。IT化とは情報・通信機器、ソフトウ

エアなどを組織に導入すること。IT投資によって

組織の業務改革に結びつけ、生産性を向上させて

初めてデジタル化をなし得ます。

　アメリカでは、1990年代に始まったIT革命の

波に乗り、アマゾンやグーグルが創業されました。

情報機器や技術の導入を後押しするIT関連の巨

額投資と同時に、重要だったのはITを理解して

使いこなし、業務を改善したり新しいものを生み

出したりする人材の育成でした。当時、アメリカ

ではデータサイエンスやデータ処理を学べる大学

や学部が次々とでき、IT人材が育ちました。その

結果、単に企業に情報機器や通信機器が導入され

るのに留まらず、IT人材を中心として組織や業務

の改革に取り組み、生産性が向上してデジタル化

が進んだのです。

　一方、日本でも、政府は2001年には既にIT総

合戦略本部を内閣に設置するなどIT化の重要性

Text=川口敦子　Photo=宮川氏提供（26P）、dpa/時事通信フォト（27P）

遅れたIT投資と人材育成
デジタル化前提の組織改革を

宮川 努氏

IT革命で生産性が向上し、デジタル化が進んだアメリカ。
それに対して、日本では生産性は伸びず、デジタル化も遅れて「失われた30年」が過ぎた。

その背景と今後について、生産性を研究する
学習院大学経済学部教授の宮川努氏に聞いた。

MIYAGAWA
TSUTOMU

「 日 本 型 雇 用 」は 変 わ っ た の か
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ようにして、海外での収益で利益がもたらされる

状態にしたわけです。ところが、日本企業が中国

や東南アジアに最新鋭の設備を備えた工場を建て

ても、最先端のスキルは日本国内には届きません。

古いままの国内設備で働いている人々のスキルが

上がるわけがないのです。

　戦後の高度成長期には、大企業が新しい技術の

ライセンスを取り、モデルチェンジを繰り返した

時代がありました。そのときには、部品を納入す

る中小企業も、大企業の要求に応えるためにスキ

ルを上げる必要性に迫られました。

　ですが2010年代以降、大企業が海外に生産拠

点を移したことで、中小企業においてもスキルを

上げたりデジタル化を進めたりする必要性が薄く

なりました。全体的にぬるま湯のような状態とな

り、自らの思考を放棄してしまったことが「失わ

れた30年」の本質だと思います。

デジタル化に本腰を 
縦型組織からの脱却がカギ

　今や日本の1人当たりGDP（USドル）の順位は、

OECD加盟国のなかで、1995年の3位から2023

年には22位と、大きく後退しています。

　ヨーロッパ諸国の状況は、アメリカと日本の

中間ほどと位置付けられます。IT投資の比率は、

2000年代には大きく上昇したものの、2010年代

に入ってからの上昇幅はドイツやイギリスで鈍

り、労働生産性の上昇率は日本並みで、アメリカ

には及びません。IT人材の不足も日本と同様、問

題になりました。コロナ禍以降は、ドイツのよう

に製造業が盛んな国も、大きな輸出先だった中国

の景気の行き詰まりや、ロシアによるウクライナ

侵攻が始まったことも相まって、経済的に厳しい

状況に陥っています。

　一方で、中国や韓国、東南アジアは独自路線で

スピーディにデジタル化を進め、国の生産性向上

に寄与しています。

　日本ではこれから、何ができるでしょうか。

　デジタル化は、働きやすさや健康といったウェ

ルビーイングのために必須ですから、政府や企業

は今後、本腰を入れて取り組まざるを得ません。

　明るい話題としては、コロナ禍を契機にして、

スーパーやコンビニエンスストアのセルフレジが

増えるなど、小売業のデジタル化は進みつつあり

ます。

　一方で一部の企業には、ヒエラルキーのある縦

型組織の風潮がまだ残っています。企業の経営層

は「ITのことがわかって、（60代の）自分ともコ

ミュニケーションを取れる人材がほしい」と言い

ます。ですが、20年前からIT人材を育ててこな

かったのですから、40代、50代という経営層と

近い世代にそういう人材がいないのは当然のこと

です。

　縦型が残る社会や組織では、ITやデジタルを

理解しない主にシニア層が上位を占めるために、

たとえばWinnyやドローンなど、日本発のイノ

ベーションが日の目を見ずに終わったケースも見

られます。これからの時代には、企業の経営層が

新しいことを取り入れることに加え、ITやデジタ

ルによる生産性向上という果実を得るための人材

育成と組織改革をしていくことが求められます。

学習院大学
経済学部教授

宮川 努氏

東京大学経済学部卒業。一橋大学博士（経済学）。専門は
マクロ経済学、日本経済論。著書に『投資で変わる日本経
済　「アマチュア資本主義」を活かす途』『生産性とは何か　
日本経済の活力を問いなおす』（ちくま新書）などがある。

PROFILE

1990年代にIT革命が起きたアメリカでは、大規模な
設備投資と同時に、大量のIT人材が育成された。
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　小さな出版社から初作を出したとき、ほ
ぼ無名だった勅使川原真衣さんは、今や取
材や講演、寄稿の依頼がひっきりなしに舞
い込む論客の1人。発信を始めた契機は、
38歳で発症した進行がんだった。自らの
命と向き合い、幼い2人の子どもが生きる
未来を考えたとき、「行き過ぎた能力主義
でこんなに息苦しくなった社会を残しては
死に切れない」という思いが湧き上がって
きたという。
　人は「能力」で評価されるべき。行ける
学校も職業も報酬も個人の能力次第──。
そんな「能力主義」を私たちは当たり前の
ように受け入れている。けれど、過去30
年を振り返れば、学校や企業で求められる

「能力」は、「学力」から「主体性」「コミュ

ニケーション能力」「リーダーシップ」な
ど全方位に広がってきた。その圧力で私た
ちは「○○力が足りないのかも」と常に不
安を煽られ、無限の努力を強いられている
のではないか。そう勅使川原さんは問いか
ける。

求められる「能力」の変化に 
個人も大学も翻弄された
　勅使川原さんが「能力」に疑念を抱いた
最初の記憶は、1994年12月4日と鮮明だ。
当時小学校6年生で、登校すると担任から
1人だけ図書室に行くよう命じられた。教
室では担任主導で勅使川原さんのリーダー
シップの悪い点を挙げさせる学級会が開か
れていたと知り、深く傷ついた。

 「1年前、私は別の先生から『リーダーシッ
プがあって素晴らしい』と褒め称えられて
いました。それが担任が代わった途端に

『リーダーシップが強すぎる』と問題視さ
れた。私という人間が1年でそんなに変わ
るわけがないのに、これだけ評価が変わる
なんて、『リーダーシップ』に実体はある
のかなと」
　大人への不信感と再び傷つくことへの
恐怖から、息をひそめるように大学までを
やり過ごした。就活にも背を向けた。企業
が学生に「個性」を求めつつ、画一的なリ
クルートスーツしか認めないような「ゲー
ム」には参加したくなかった。逃げるよう
にオーストラリアに渡り、日本語教師を始
めた。そこで「厳しく指導するのがリーダー

こ の 3 0 年 の 「 働 く 」 を 見 つ め て

問い続ける
能力主義への違和感
脱却に必要なのは
 「凸凹の組み合わせ」
2022年に『「能力」の生きづらさをほぐす』を
上梓して以降、「能力主義（メリトクラシー）」を
批判する著作や論考を立て続けに発表してきた
勅使川原真衣氏。社会の隅々に浸透し

「常識」となっている考え方に、
今、なぜ異議を唱えるのか。

Text=石臥薫子  Photo=伊藤 圭



29Works No.191 Aug-Sep 2025

シップ。あなたにはそれが足りない」と叱
責され、リーダーシップの呪縛が再燃する。
モヤモヤした気持ちで手に取ったのが教育
社会学の本だった。個人の問題とされてき
たことを社会構造の問題として捉え直し、
常識を鮮やかに覆すアプローチに衝撃を受
け、2006年、東京大学大学院教育学研究
科の門を叩いた。
　苅谷剛彦教授（当時）や本田由紀教授の
もとで、「能力」についての探求を深めた。
修士論文では、母校である慶應義塾大学湘
南藤沢キャンパス（SFC）が、1990年の設
立時「先端的」と評されたユニークなカリ
キュラムを、2007年、従来型に近いもの
に変更した「事件」を取り上げた。
　注目したのは、企業が学生に求める能
力だった。国の企業に対する調査では、
1980年代後半は協調性重視だった。それ
がSFCが卒業生を出し始めた1990年代半
ばには創造性重視に変わり、「ユニークな個
性」という項目まで登場。ところが数年後
には再び協調性重視に変わり、「ユニーク
な個性」は消えた。SFC卒業生に対して

義の肥大化は密接に結びついていると見
る。
 「景気悪化や財政難に陥った際、権力者に
とって能力主義はケアの対象を絞る便利な
道具になります。『あなたは能力を高める
ための努力が足りなかったのだから、面倒
は見ない』と切り捨てられますから」

「能力」とは「状態」
環境次第で発揮できる・
できないが決まる
  2017年、勅使川原さんは独立し、能力
開発ならぬ「組織開発」の会社を立ち上げ
た。組織開発とは、1人の人間の能力を高
めて万能化しようとしたり、1つのモノサ
シで優劣をつけたりするのではなく、メン
バーそれぞれの持ち味を生かし合えるよう
に、組織の環境を調整する考え方だ。
 「『能力』は一人ひとりのなかに固定的に
存在するかのように思われていますが、実
際は『状態』でしかない。環境次第で発揮
されたり、されなかったりします。『問題
社員がいるので辞めさせたい』『使えない
課長をどうしたらいいか』と相談された会
社でも、一人ひとりの言動の癖や考え方の
傾向を丁寧に見て、相性がよさそうな人と
組み合わせ直したり、仕事内容や進め方を
調整したりすると、『使えない』と思われ
ていた人が急に活躍し始めることが多々あ
ります」
　大病をして初めて、人生は「有能」にな
ることや、他者と競争するためにあるので
はなく、誰かと組み合わさって助け合い、
何とか前を向いて生きていくものなのだと
気付かされた。能力信奉に警鐘を鳴らす命
をかけた活動に、共感が広がっている手応
えもある。だが一方で、「ご機嫌力」「美意
識」など新たな「能力」獲得の要請が止ま
る気配はない。変わるべきは誰か。
 「私は、企業が果たす役割が大きいと思っ
ています。『優秀な人を選び育てる』とい
うスタンスではなく、今、目の前で頑張っ
てくれているメンバーの持ち味を認め、凸
と凹を組み合わせる道を探ってほしい。そ
のためには組織としての『成果』とそれを
個人レベルに分解した『職務要件』の定義
が欠かせません。企業トップの多くは能力
主義の勝者なので、急に脱・能力主義とは
いかないでしょう。それでも今の私に発言
権が回ってきているのなら、その人たちに
聞く耳を持ってもらえるよう伝え続けたい
と思います」

勅使川原真衣氏
東京大学大学院教育学研究科
修士課程修了。外資系コンサル
ティングファームを経て2017年に
独立。『働くということ　「能力主
義」を超えて』（集英社新書）な
ど著書多数。2児を育てながら、
2020年から乳がん闘病中。

組織開発専門家

も採用企業から「個性的すぎて扱いに困る」
といった声が上がるようになった。移り気
な企業の求める「能力」によって、個人や
大学までもが翻弄される危うさを論じた。
　その後、飛び込んだのは人材開発業界。
労働の現場で「能力」がどう扱われている
か「敵陣視察」するつもりだった。人材評
価の客観性を求める企業に対し、「一人ひ
とりの能力を最新の科学を用いて測定・可
視化できる」と謳う能力商品は、面白いよ
うに売れた。そして、勅使川原さん自身、「優
秀」とされる人材がしのぎを削る職場で自
分の「能力」を証明するために、睡眠やト
イレに行く時間すら削って働いた。       
 「目の前に競争があれば乗っかりたくなっ
てしまう。能力主義を批判しつつ自分も
どっぷりハマって、まさにミイラ取りがミ
イラになっていきました」
　多くの人が能力主義にからめ取られて
いった2000年代は、長期低迷の打開策と
して新自由主義的な政策が進められ、格差
が拡大すると同時に自己責任論が台頭し
た。勅使川原さんは、自己責任論と能力主

勅使川原真衣氏
東京大学大学院教育学研究科
修士課程修了。外資系コンサル
ティングファームを経て2017年に
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義」を超えて』（集英社新書）な
ど著書多数。2児を育てながら、
2020年から乳がん闘病中。

組織開発専門家

義の肥大化は密接に結びついていると見
る。
 「景気悪化や財政難に陥った際、権力者に
とって能力主義はケアの対象を絞る便利な
道具になります。『あなたは能力を高める
ための努力が足りなかったのだから、面倒
は見ない』と切り捨てられますから」

「能力」とは「状態」
環境次第で発揮できる・
できないが決まる
  2017年、勅使川原さんは独立し、能力
開発ならぬ「組織開発」の会社を立ち上げ
た。組織開発とは、1人の人間の能力を高
めて万能化しようとしたり、1つのモノサ
シで優劣をつけたりするのではなく、メン
バーそれぞれの持ち味を生かし合えるよう
に、組織の環境を調整する考え方だ。
 「『能力』は一人ひとりのなかに固定的に
存在するかのように思われていますが、実
際は『状態』でしかない。環境次第で発揮
されたり、されなかったりします。『問題
社員がいるので辞めさせたい』『使えない
課長をどうしたらいいか』と相談された会
社でも、一人ひとりの言動の癖や考え方の
傾向を丁寧に見て、相性がよさそうな人と
組み合わせ直したり、仕事内容や進め方を
調整したりすると、『使えない』と思われ
ていた人が急に活躍し始めることが多々あ
ります」
　大病をして初めて、人生は「有能」にな
ることや、他者と競争するためにあるので
はなく、誰かと組み合わさって助け合い、
何とか前を向いて生きていくものなのだと
気付かされた。能力信奉に警鐘を鳴らす命
をかけた活動に、共感が広がっている手応
えもある。だが一方で、「ご機嫌力」「美意
識」など新たな「能力」獲得の要請が止ま
る気配はない。変わるべきは誰か。
 「私は、企業が果たす役割が大きいと思っ
ています。『優秀な人を選び育てる』とい
うスタンスではなく、今、目の前で頑張っ
てくれているメンバーの持ち味を認め、凸
と凹を組み合わせる道を探ってほしい。そ
のためには組織としての『成果』とそれを
個人レベルに分解した『職務要件』の定義
が欠かせません。企業トップの多くは能力
主義の勝者なので、急に脱・能力主義とは
いかないでしょう。それでも今の私に発言
権が回ってきているのなら、その人たちに
聞く耳を持ってもらえるよう伝え続けたい
と思います」
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義の肥大化は密接に結びついていると見
る。
 「景気悪化や財政難に陥った際、権力者に
とって能力主義はケアの対象を絞る便利な
道具になります。『あなたは能力を高める
ための努力が足りなかったのだから、面倒
は見ない』と切り捨てられますから」

「能力」とは「状態」
環境次第で発揮できる・
できないが決まる
  2017年、勅使川原さんは独立し、能力
開発ならぬ「組織開発」の会社を立ち上げ
た。組織開発とは、1人の人間の能力を高
めて万能化しようとしたり、1つのモノサ
シで優劣をつけたりするのではなく、メン
バーそれぞれの持ち味を生かし合えるよう
に、組織の環境を調整する考え方だ。
 「『能力』は一人ひとりのなかに固定的に
存在するかのように思われていますが、実
際は『状態』でしかない。環境次第で発揮
されたり、されなかったりします。『問題
社員がいるので辞めさせたい』『使えない
課長をどうしたらいいか』と相談された会
社でも、一人ひとりの言動の癖や考え方の
傾向を丁寧に見て、相性がよさそうな人と
組み合わせ直したり、仕事内容や進め方を
調整したりすると、『使えない』と思われ
ていた人が急に活躍し始めることが多々あ
ります」
　大病をして初めて、人生は「有能」にな
ることや、他者と競争するためにあるので
はなく、誰かと組み合わさって助け合い、
何とか前を向いて生きていくものなのだと
気付かされた。能力信奉に警鐘を鳴らす命
をかけた活動に、共感が広がっている手応
えもある。だが一方で、「ご機嫌力」「美意
識」など新たな「能力」獲得の要請が止ま
る気配はない。変わるべきは誰か。
 「私は、企業が果たす役割が大きいと思っ
ています。『優秀な人を選び育てる』とい
うスタンスではなく、今、目の前で頑張っ
てくれているメンバーの持ち味を認め、凸
と凹を組み合わせる道を探ってほしい。そ
のためには組織としての『成果』とそれを
個人レベルに分解した『職務要件』の定義
が欠かせません。企業トップの多くは能力
主義の勝者なので、急に脱・能力主義とは
いかないでしょう。それでも今の私に発言
権が回ってきているのなら、その人たちに
聞く耳を持ってもらえるよう伝え続けたい
と思います」
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松氏は1989年に入社してから、ほぼ一貫

して人事畑を歩んできた。成果主義が導入

されたのは、バブル経済が崩壊し低成長時代に入っ

た時期で、海外企業との競争も厳しさを増していた。

社内には「このままではグローバル競争を生き残れ

ない」という危機意識が広がっていたという。

 「ハードウエアを中心とした製造業からソフトウエ

ア産業へとビジネスを転換し、グローバル企業へ脱

皮する必要性が高まっていました。そのために経営

陣が打ち出したのが、人事制度など組織全体を、グ

ローバルで勝負できるよう変えることでした」

　同社も含め当時の日本企業には、社員が真面目に

働いていれば概ね管理職に昇進し賃金も上がる、と

いう年功的な人事制度が浸透していた。雇用の流動

性が低く転職を通じたキャリア形成も一般的ではな

かったため、「自分自身でスキルを高め、キャリア

をつくる」という働き手の意識も希薄だった。

 「対して欧米企業では、社員が『プロ』として成果

を出し、それに見合った報酬を得ていた。さらに転

職を通じて、自身の市場価値を高めてもいました。

人事制度の違いによる働き手の意識の差が、企業の

『戦闘力』の差につながっていると、経営層は考え

たのです」

　高度成長期からバブル期までは、企業が急成長し

管理職ポストの数も拡大したが、低成長・少子化の

局面では、ミドル層の人数が若手の人数や必要なポ

ストの数を上回り、人件費の膨張を招くことが予想

された。いびつな人員構造を解消するためにも、年

功型制度からの脱却が求められていた。

　こうしたなかで導入されたのが、社員の業務目標

を個別に設定し、達成度合いを評価する「目標管理

制度」だ。当時、入社4年目の若手だった平松氏は、

制度設計に直接関わってはいないが、「人事の先輩

たちからは、日本の人事に一石を投じたいという気

概が感じられました」。

Text=有馬知子  Photo=富士通提供（30P、32P上）、刑部友康（32P下）

脱・年功組織まで試行錯誤の30年
ジョブ型・手挙げ徹底で構造を変革
富士通は1993年に成果主義を導入してから約30年、
さまざまな試行錯誤を経て
ジョブ型人事制度の導入へと行きついた。
取締役執行役員専務で
CHROの平松浩樹氏に、
制度の変遷や過去の経験からの学びについて聞いた。

富士通

富 士 通 の 人 事 変 革 の 歴 史

1990年代後半以降、ソリューションビジネ
スに大きく舵を切る。2003年、新戦略拠
点として富士通ソリューションスクエア（東
京都大田区）も開設。

「Work Life Shift」の推進にあた
り、自律的な働き方を支援するオフィ
スへの転換を進めている。

2021年にサステナブルな世
界を目 指 す 事 業 モ デ ル

「Fujitsu Uvance」を発表。

人事変革を強
力に後押しした、
現代表取締役
社長CEOの時
田隆仁氏。
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目標管理制度の導入。
成果主義人事へ

1990年代前半まで、大型汎用機
FACOM Mシリーズ や パソコン
FMVシリーズなどハードウエアに強
みを持つ会社として知られた。

1990年代後半のオフィス。
成果主義の導入は多くの
企業の注目を集めた。

1993

相対評価から
絶対評価へと
制度を修正

1998

目標達成度から
成果の大きさの評価へと制度を修正

2001

管理職以上を
コンピテンシー評価へと制度を修正

2004

管理職にジョブ型人事制度を導入 
テレワークを基本とする「Work Life Shift」導入 
ポスティング制度を拡充

2020

ジョブ型人事制度の対象を、
一般社員を含めた全社員に拡大

2022

新卒一括採用廃止、
通年採用に完全シフト

2026
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平
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繰り返される制度修正 
「成果主義は失敗」広がる批判

　当時、社内では「年功制度から脱却し、成果を

出した社員に報いるという方向性については納得

感を得られていたと思います」と振り返る。ただ、

目標の達成度合いを相対的な評価分布にあてはめ

ていくという仕組みに対しては「現場の実態を反

映できていない」といった不満の声も多かった。

　成果主義の人事制度では、部下が評価に不満を

抱いたときなどには、上司が評価の根拠を説明し、

納得感を高めることが重要だ。しかし、年功的な

制度になじんだ組織には、フィードバックのスキ

ルも育っていなかった。

 「部下の評価が下がったとき『私はもっと高いと

思うけれど、相対分布に合わせるとこうなってし

まう』などと、原因を制度に押し付ける上司も多

く、制度への不信感を招いてしまった。評価者教

育なども実施しましたが、なかなか浸透しません

でした」

　相対評価に対する批判を受けて、1998年には

絶対評価へと制度を修正。2001年には目標の達

成度合いを管理するのではなく、成果そのものの

大きさを評価する制度に変えた。また短期的な評

価では中長期的な「伸びしろ」や将来の経営幹部

候補としての資質を測りづらいといった考えか

ら、2004年には幹部社員を対象に、コンピテン

シーを評価するという「日本的な制度への揺り戻

し」に見えかねない制度も導入された。繰り返さ

れる制度修正が、社員の「制度が頻繁に変わり、

ついていけない」という批判や不信を生むという

結果も招いた。2000年代に入ると、業績不振の

原因として人事制度がやり玉に挙げられることも

しばしばだった。さらに、メディアを通じて社会

的にも「富士通の成果主義は失敗した」「成果主

義は日本企業にはなじまない」という論調が広

がっていった。

人事をOSから変える 
「やるなら大胆に」トップ判断

　2000年代半ばに入ると少しずつ、社内で成果主

義に対する「振り返り」も行われるようになった。

 「成果主義の方向性は間違っていないが、組織を

変えるという意気込みが強すぎて現場との対話が

不足し、社員に『何を言っても無駄だ』という諦

めが広がってしまった。こうした反省から、経営

陣や人事スタッフが現場の意見に耳を傾けるよう

になりました」

 「人事部のフロアには行きづらい」などと言われ

ていた現場と人事の関係にも、変化が見られるよ

うになった。

　ただ同社の成果主義には、大きな課題があった。

成果を評価することを掲げていながら、昇進に関し

ては、年功的な色彩が色濃く残されていたことだ。

 「管理職登用試験を受けるには上司の推薦が必要

で、多くの場合、推薦の順番は年齢・年次という『暗

黙の序列』で決まっていました。推薦する立場の

上司には、部下が意見を言いづらいなど不健全な

関係性も温存されがちでした」

　組織に健全な市場原理と競争環境を作り出し、

本当の意味で年功的な風土から脱するにはどうす

ればいいか。平松氏ら人事スタッフはその答えと

して、各ポストのスキルや職務経験を明確にした

うえで、適した人材を充てるという「ジョブ型人

事制度」を検討し始めた。何度か導入を打診した

ものの実現に至らなかったが、2019年に社長に

就任した時田隆仁氏はイギリス駐在の経験もあ

り、グローバルスタンダードであるジョブ型を導

入すべきだという強い意思を示した。

 「時田に『これから組織に求められる人材像は、

過去の延長線上にはない。思い切って変えてほし

い』と言われ、人事制度をOSから変えようと決

意しました」

　2020年、管理職にジョブ型人事制度を導入し、

ポスティング（手挙げ）制度も大幅に拡充した。

それと同時に時田氏自身の発案で、新任管理職の

登用はすべてポスティングとした。時田氏はこの

とき「中途半端な仕組みは形骸化しがちなうえ、

社員に経営の本気度も伝わらない。やるなら大胆

に変えよう」と指示したという。

薄れる「何年入社」の意識 
対立構造作らずビジョンを示す

　新任管理職の登用を手挙げにしたことは、年功

的な風土からの脱却に大きな役割を果たした。

 「入社2年目の社員が管理職に昇進するケースも

現れ、職場全体の『あの人は何年入社』という意

識が薄れました。自分の意思で部署を異動できる

ようになったことで、上司にも意見を言いやすく

なり、組織内の関係性もよりフラットになりまし
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た」。ポスティングが導入されると、上司の側に

も「この部署で、この上司のもとで働きたい」と

思ってもらえるよう、部下にフィードバックを伝

え成長をサポートするといった、きめ細かなコ

ミュニケーションが求められるようになった。「対

話を通じたマネジメントは大変ではありますが、

諸外国の企業では当たり前に行われています。長

期雇用によって、多くを語らなくても理解し合え

るハイコンテクストな関係が作られてきた日本の

ほうが、特殊だったのです」

　ポスティング制度のもとでは、「手挙げ」しな

ければ昇進の機会は巡ってこず、手を挙げるかど

うかを決められるのは自分しかいない。このため、

キャリアを他者に委ねず自分で築くという意識も

高まった。またジョブ型はポストごとに必要なス

キルが明確になるため、社員も自分のスキルを把

握しやすくなり、それをアピールして外部労働市

場に活路を求めやすくなる。同時に、外部の求職

者から見ても求められるスキルが明確になり、採

用にもポジティブな影響があったという。

 「組織内外のあらゆるレイヤーで人材の流動性が

高まり、『人材が主体的に動く』ことを前提とした

システムに変わることが望ましいと考えています」

　ポスティングやジョブ型導入のプロセスには、

過去の反省も生かされている。たとえば成果主義

が始まったとき、社内に「若いハイパフォーマー

の活躍を促すことが狙いではないか」という憶測

が広がり、ミドル・シニア層の不信を招いた面も

あったという。このため平松氏らは若手とミドル、

女性と男性といった対立の構図を作らないことを

重視し、「年齢に関係なくすべての社員に対して

平等に、挑戦と成長の機会を提供することを、重

ねて説明しました」。

　この結果、役職定年を迎えたミドル・シニアか

らも、過去に築いたスキルや職務経験を生かして

ポスティングに応募する社員が現れた。

　成果主義でマイナーチェンジを繰り返した結

果、社内の理解を得づらくなった経験から、「制

度の不具合をもぐらたたきのように潰すのではな

取締役執行役員専務
CHRO

平松浩樹氏

1989年富士通入社。2015年セー
ルス＆マーケティング人事部長。グロー
バルコーポレート部門人事本部長、総
務・人事本部長などを経て2021年か
らCHRO。2024年に取締役に就任。

く、組織の目指すビジョンをまず示し、それを達成

するためにジョブ型とポスティングが必要なのだと

いう『ストーリー』を打ち出しました」。

　ビジョンとストーリーを理解していれば、社員は

自ら、求められる人材に近づけるよう行動を起こし

始める。それこそが社員と企業が互いに自律し、か

つお互いの力を信頼して動く「自律と信頼」の姿だ

と平松氏は強調した。

ジョブ型は合理的選択 
新卒採用にも一石投じる

　同社の人事制度は今、ジョブによって報酬が決ま

り、社員は手挙げで希望するポストに移るという

至ってシンプルな仕組みに落ち着いている。

 「流動性の高い欧米の労働市場では、転職者がス

ムーズに理解できるシンプルな人事制度にするため

に、自ずとジョブ型に収斂していったと考えられま

す。欧米企業と同じグローバルなフィールドで戦う

当社にとっても、ジョブ型は合理的な制度だと思い

ます」

　ただ日本社会では今もまだ、教育や採用など多く

の仕組みが「長期的に人を抱え込む」ことを前提に

最適化されているとも、平松氏は指摘する。この結

果、職業教育の手薄さや働き手のリスキリングに対

する意欲の低さといった課題も生まれている。

　同社は2026年度、新卒一括採用から通年採用へ

とシフトし、入社時からジョブに応じて処遇する方

針を打ち出した。専門スキルを学んだ学生や既卒者

に、1カ月〜半年の有償インターンシップを実施し、

「職業やキャリアについて考える機会をより多く提

供していく」という。

 「今の学生は、自分の希望や意思に基づいて仕事を

選ぶ力を持っています。しかし企業側はいまだに、

大学教育と採用を分断して白紙の学生を迎え入れる

傾向が強く、学生に十分な情報と挑戦の機会を提供

できていません。こうしたあり方に一石を投じたいの

です」

富
士
通

企業を超えた取り組みも
加速。企業横断型クリ
エイティブソン「FUJI 
HACK」では、生成AI
などの先端技術を活用
し、社会やビジネスの課
題解決に挑戦する。
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　 山氏は2005年、同社の人事本部長に就

任して以来、常に人事制度や仕組みの変

革、進化に力を注いできた。新卒で大手百貨店に

就職したが、1年で退社した1999年、創業2年目

でまだ社員20人ほどだったサイバーエージェン

トに転じた。「前職は働き方を含めてよい会社で

したが、僕は就職氷河期世代で『成長しなければ

将来仕事を失ってしまう』というキャリア不安が

とても強かった。それで、より必死で働ける職場

を求めた、というのが転職理由の1つです」

　もう1つの動機は、前職でeコマース事業に関

わり、インターネットの可能性に気付いたことだ。

ネットベンチャーで、第二新卒を募集していた同

社の門を叩いた。

　同社は創業直後から新卒採用を重視し、現在も

採用する人材の6割を新卒が占める。創業者で社長

の藤田晋氏が「人材こそ競争力の源泉」と考え、や

る気と能力の高い新卒者を迎えようとしたためだ。

　たとえば2000年入社の新卒は20人採用し、副

社長の岡本保朗氏や広報責任者の上村嗣美氏ら、

経営の中核を担う人材が育っている。曽山氏も「初

職を正解にしたいというモチベーションを持って

いることが、新卒ならではのよさ」だと語った。

　しかし、2000年に東証マザーズ市場へ上場を

果たし、採用に資金をかけられるようになったこ

とが裏目に出てしまう。学歴や大企業出身といっ

たスペックを見て「ザ・優秀」な人材をキャリア

採用するようになった結果、会社は離職者が続出

する「暗黒時代」に突入したという。

　中途入社した人の多くは20代後半で、曽山氏

ら既存社員の「上司」の立場で入社してきた。そ

れまで必死で結果を出していた既存社員は、マネ

ジメントもネットビジネスも未経験のキャリア採

用者にやり方を否定され、意欲を失い職場を去っ

ていった。部下が抜けていくことで最終的には

スペックから人間性重視へ
実力主義と長期雇用を両立
サイバーエージェントの創業は1998年。
今では人事先進企業として知られる同社だが、
離職率が30％を超える時代も経験した。
どのように戦略を転換し、今に至るのか。
独自の人事制度や仕組みはどのように生まれたのか。
常務執行役員CHOの曽山哲人氏に
振り返ってもらった。

サイバーエージェント

H
I

S
T

O
R

Y サイバーエージェント設立
1998

新卒採用開始
1999

東証マザーズに上場
2000

離職率が 30％に。
初の役員合宿を行い、組織改革に着手。

「21世紀を代表する会社を創る」
というビジョンを明確化

2003

メディア事業として
アメーバブログ立ち上げ

2004

「実力主義型終身雇用」を言語化
2010

スマホシフトにより組織改編
2011

Abema TV（現『ABEMA』）を開局
2016

次世代経営者の
サクセッションプランを始動

2023

人事本部を設立。
曽山氏を本部長とし、
新しい人事制度、
仕組みを次々打ち出す

2005

サ イ バ ー エ ー ジェ ント の 社 史 ・人 事 史

設立当初のオフィスで。社長
の藤田晋氏、新卒入社した会
社の同期だった現取締役兼執
行役員副社長の日高裕介氏と
アルバイト3人で立ち上げた。

役員合宿は組織の重要案件を
決める場として現 在まで続く

（写真は2025年5月実施）。

2019年、新本社Abema Towers
を開設。渋谷で生まれた同社は、
現在も渋谷を中心に拡大を続ける。

優秀な若手を全社で把握し抜擢するために、強化指
定社員セレクション会議を実施。若手をよく知る管理
職19名が若手を選出し、役員陣にプレゼンする。
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Y

曽

Text=有馬知子  Photo=サイバーエージェント提供
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任したのはその頃だ。曽山氏はまずそれぞれの制度に

ついて、何を達成できれば成功なのかという「OKゴー

ル」を設定した。たとえばキャリチャレは従来「自由

に異動できる」というメリットばかりが強調されてい

たが、離職予防と多様なキャリアの推進という「OK

ゴール」を前面に押し出すことで、次第に社員の理解

を得られるようになった。現在は募集する求人の件数

は年間500件に増加し、応募者の7〜9割が希望の部

署へ異動を果たしている。

採用基準は「素直で、いい人」 
日本的要素も残す

　サイバーエージェントは「スペック重視」の採用

への反省から、「素直で、いい人」という人間性重

視の採用に舵を切った。「この基準では『金太郎飴

のように同質性が高まるのでは』と考える人もいる

でしょうが、実際には『素直で、いい人』には、た

とえば外交性の高い人もいれば無口な人もいる、と

いうように性格も強みも保有するスキルもさまざま

で、むしろ多様な人材を採用しやすくなりました」

　ただこの基準は、同社のビジョンに最も適した人

材の表現であり、他社で機能するとは限らないとい

う。「当社が『21世紀を代表する会社』になるため

には、今後もどんどん会社の姿を変えていかなけれ

ばいけません。このため社員にも、従順さではなく、

好奇心を持って新たな変化に対応するという意味で

の『素直さ』が必要なのです」

　また「実力主義型終身雇用」という人事戦略も明

確化した。「当社の社員は8割が20〜30代と若く、

多くは年功より実力で評価されることを望んでいま

す。一方で長期雇用が会社への信頼感、安心感を醸

成するメリットも大きいため、『一緒に戦ってくれ

る人を守る』ことも重視しました」

　長期雇用は、ともすれば意欲の低い社員がぶら下

がる「ぬるい職場」を作りかねない。予防策として

2011年に設けたのが「ミスマッチ制度」だ。半期

ごとに人材の下位3％のなかから、組織と価値観が

合わないといった「ミスマッチ人材」を絞り込み、

面談して本人の気持ちを聞いたうえで、職場に留ま

るかどうかを決める。留まることを望む人には、部

署異動や面談継続などをサポートする。結果的に退

社を決断する人も7割程度いるという。

 「活躍の場を得られないのは、その人にとっても不

幸です。ぶら下がりを防ぐだけでなく、その人によ

りよい人生を送ってもらうことも考えて伴走します」

キャリア採用者も辞める「最悪のループ」に陥

り、離職率は30%を超えた。上場以来赤字が続き、

ネットバブル崩壊から株価も下がり、メディアな

ど外からの目も冷ややかだった。「役員同士の信

頼関係がないため、利益を出している事業の担当

役員が赤字事業の役員を責めるような状態だっ

た。200人ほどの職場なのに派閥が生まれるなど、

雰囲気も悪くなりました」

役員合宿でビジョンを策定 
日常の発言に落とし込む

　転機となったのは2003年、初めて行った1泊2

日の役員合宿で、「21世紀を代表する会社を創る」

というビジョンを決めたことだった。

　ビジョンやミッション、バリューを決めても実

際の経営に落とし込めず「絵空事」で終わってし

まう企業は少なくない。

 「経営層とビジョンの言行不一致は、社内に不信

感を生みます。社員が経営を信頼できなければ、

会社のためにもう少しだけ頑張って成果を出そう

という『粘り』も生まれません」

　同社でもこのとき、各役員がビジョンを棚上げし

て従来通り各部門の目標を追いかけていたら、事態

は変わらなかった可能性もある。しかし藤田氏と役

員たちは、何時間も腹を割って話し合って作ったビ

ジョンを、本気で実現しようとした。バラバラだっ

た役員が「経営チーム」として同じゴールを目指せ

るようになり、関係性が好転し始めたのだ。

　藤田氏は、その後も日常的に「今は『21世紀

を代表する会社』という視点で考えるとどうか」

など、ビジョンと経営をリンクさせた発言を続け

た。それによって現場の社員にもビジョンが浸透

していった。

　合宿ではまた「社員を大事にする」という意思

決定もされた。「正義感や善意だけでなく、ビジ

ネスを成長させるために人を大事にする、という

位置付けが明確化されたことも、大きな転換点に

なりました」

　意思決定に合わせて社内異動公募制度の「キャ

リチャレ」など新たな制度も打ち出されたが、

最初の2年ほどは思うような効果が出なかった。

キャリチャレは年間の応募数が3〜6件と低迷

し、社内では「応募するのは裏切り者」とまで言

われたという。

　てこ入れのため人事本部が発足し、本部長に就
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感情をマネジメント 
ねぎらいが挑戦の力を生む

　実力評価を徹底する一方で、社員を褒める、苦

労をねぎらうなど「感情」をマネジメントするこ

とも大事だと、曽山氏は強調する。

 「人事が相手にするのは感情を持った人間であり、

いかにいい制度でも社員が納得しなければ受け入

れてもらえない。経営の意思と社員の感情のバラ

ンスをいかにコントロールするかが、人事の価値

であり他社と差別化できるポイントといえます」

　曽山氏にとって印象的だったのが、ある事業の

撤退にあたって藤田氏から「（事業を担った当事

者を）よくねぎらってあげて」と言われたことだ。

　同社は、「挑戦した敗者にはセカンドチャンス

を」という言葉をミッションステートメントにも

掲げている。たとえ失敗しても挑戦を称え、ねぎ

らう企業風土が失敗を恐れず挑戦し、ダメなら傷

が浅いうちに撤退する「勇気」も生み出すという

考えからだ。

　曽山氏自身、社員から「成果主義が強すぎる」と

いう意見が出たため定性的なコンピテンシー評価を

入れたところ、「評価に納得がいかない」「評価しづ

らい」など批判が殺到し、リリースの1週間後に全

社へのお詫びメールで撤回した経験がある。

 「日本では、失敗に対して減点主義で臨む企業が

多い。年功的な人事制度からの脱却を目指して採

用や人事評価の基準を数値化、言語化するなかで、

感情のマネジメントが抜け落ちてしまいました」

　配置に関しても、「感情のマネジメント」が置

き去りにされるケースが多いと指摘する。

 「優秀な人材に対して、本人の意思確認もせず同

じ部署に囲い込むことを『厚遇』だと勘違いする

人事も少なくありません。本来は本人の希望を踏

まえ、成長できる部署に配置することこそ『厚遇』

のはずです」

　社員を「特別扱い」せず、全員を同じように扱

うべきだという「悪しき平等主義」も、個別の事

情や能力に応じた対応を妨げ、社員のモチベー

ションを低下させる要因になっているという。「社

員の感情に配慮することが経営に対する信頼を生

み、もう一度チャレンジするための力をみなぎら

せてくれる。日本企業の多くは秀逸なビジネスモ

デルを持っているのに、人材マネジメントのつた

なさがボトルネックとなり、成長機会を損失して

常務執行役員CHO

曽山哲人氏

上智大学文学部卒業。大手百貨店を経て1999年
にサイバーエージェント入社。インターネット広告事業
部門の営業統括を経て、2005年人事本部長に就
任。2022年からは同社のプロダンスチームのオー
ナーも務める。2025年からスポーツパートナー事業
本部長を兼任し、スポーツ事業のスポンサー企業の
経営者に対して、人事戦略などのサポートも行ってい
る。著書に『クリエイティブ人事　個人を伸ばす、
チームを活かす』 （光文社新書）など。

いると感じます」

離職率9.1％に低下 
本人も知らない力を引き出す

　「実力主義型終身雇用」という言葉に代表され

るように、同社の施策にはいわゆる日本型雇用の

要素も含まれている。「若手が嫌がる」などの理

由で懇親会や社員旅行をなくす企業が多いなか、

合宿や食事会も活用されている。藤田氏が終身雇

用や新卒社員の育成など、社会に根付いている日

本企業のいい部分は積極的に取り入れるべきだと

いう考えを持っているためだ。

 「大企業では取り組みの目的が言語化されなかっ

たため、惰性で行われるウェットな慣行に変質し、

デメリットのほうが強く意識されるようになった

のでしょう。しかし本来の目的を見極めれば、日

本企業の強みであるチームワークの醸成に大きな

役割を果たせるのです」 

　離職率は2024年現在、9.1％まで低下した。今

後の組織課題は、将来の経営者を育成するラダー

を作ることだ。経営トップ8人のうち2人を「次世

代枠」とし、若手の登用をしていたこともある。曽

山氏の後継、人事本部の実務を担う専務執行役員

の石田裕子氏も当初は次世代枠として就任した。

 「20代の優秀な若手と経営層が交流する場も意

識的に設け、第3世代のリーダー育成に向けた準

備も進めています」

　曽山氏自身は人事の仕事を通じて、社員自身も

知らなかった力が引き出され、「自分にこんなこ

とができるなんて思わなかった」と驚いてもらえ

るような職場を作りたいという。

 「そのためには、頑張っている人が仕事や報酬、

周囲の仲間などの面で『自分は会社に大事にされ

ている』と感じられる環境を整えることが、不可

欠だと考えています」
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国人社長となるクリストフ・ウェバー氏が就任し、

2019年には日本で最大規模のM&Aとされるシャ

イアー社の買収を完了。名実ともに日本発のグロー

バルカンパニーとなった。

　現在、全世界の従業員数約5万人、連結売上高の

9割以上を日本以外で占める。経営を担う「タケダ・

エグゼクティブチーム」も、17人のうち13人が外

国人、国籍は9カ国にわたり、次期社長も米ビジネ

スユニットのジュリー・キム氏に決まっている。あ

るベテラン社員は「入社当時『国内企業』と思って

いたタケダが、今のような姿になるとは、想像もし

ませんでした」と振り返った。

　馬渕氏は2019年、シャイアー社買収と同時期に入

社した。「外資系と国内メーカーでグローバルな人事制

度構築に関わってきた経験を、国内最大級のM＆A

を成し遂げたタケダで生かせれば」と考えたという。

自らキャリアを築く 
ソフト、ハード両面で意識付け

　組織のグローバル化のなかで妨げになるのは、日

本型雇用の流れを汲んだ日本本社の人事制度とそれ

に慣れ親しんだ社員の意識だとよく聞く。同社はど

う乗り越えたのだろうか。

　人事評価に関しては1997年、成果主義的な評価

制度を導入するなどかなり早い時期に年功的な制度

からの脱却を図っており、「私が入社したときには、

年功序列の色彩はかなり薄まっていました」と馬渕

氏は話す。

 「しかし会社が広く人事裁量権を持つ日本企業の常

として、『会社が仕事をくれる』という社員の受け

身の姿勢は残っていた。世界で活躍してもらうには、

変えなければいけないと強く感じました」

　馬渕氏は制度とマインドの両面から、変革に取り組

んだ。もともとあった社内公募制度の活用を促進する

ほか、2020年には本業と別の部署の仕事を掛け持ち

明治時代から東京での事業拠点だった
日本橋に開設したグローバル本社。

グローバル化の礎は
価値観である「タケダイズム」
多様な社員をバリューが束ねる

武田薬品工業

C
O

M
P

A
N

Y

価値観を再確認するイベント「Values 
Day」も開 催されている（ 写 真は
2025年6月）。

クリストフ・ウェバー氏は、
「タケダイズム」の進化
に大きく貢献した。

武田薬品工業（以下、タケダ）は過去20年ほどの間で、
ドメスティックな医薬品メーカーから
グローバルカンパニーへと企業の姿を大きく変えた。
組織風土や人事制度の何を変え、
何を変えずに守ってきたのか、日本の人事を統括する
ジャパンファーマビジネスユニット人事部長の
馬渕裕次氏に聞いた。

H
I

S
T

O
R

Y

武 田 薬 品 工 業 の グ ロ ー バ ル 企 業 へ の 歩 み

ミレニアム・ファーマシューティカルズ社を統合
2008

「タケダ・グローバル
行動規準」制定

2010

ナイコメッド社統合
2011

クリストフ・ウェバー氏が
社長就任

2014

グローバル本社（東京）を
グランドオープン

2018

シャイアー社を統合
グローバル人事
制度改革に着手

2019

　 社は2000年代前半まで、売上高の7割

近くを国内で稼いでおり、当時の競合他

社と比べて突出して海外売上比率が高いわけでは

なかった。この頃、創業一族で当時社長だった武

田國男氏が海外事業の拡大を志向し、後を引き

継いだ長谷川閑史氏が米バイオ医薬品メーカー、

ミレニアム・ファーマシューティカルズ社など海

外企業の買収を本格化させた。2014年に初の外

同

Text=有馬知子  Photo=武田薬品工業提供



37Works No.191 Aug-Sep 2025

できる社内兼業制度を始め、長時間労働を防ぐため

時間を制限したうえで副業も解禁した。

　さらに毎年、部署ごとに「キャリアウィーク」な

どを開催し、仕事と家庭との両立や、昇進だけでな

く、本人の志向やライフステージに合わせてジャン

グルジムのように横や下に異動する働き方など、多

様なキャリアを社員に伝えるようになった。一人ひ

とりの社員に「自分でキャリアを選択する」という

意識を持ってもらおうとしているという。

　社員からは「社内兼業でさまざまな部署を経験

できるので、転職する必要性を感じない」といった

声も聞かれる。また公募はグローバル横断的で、日

本から海外のポストに応募する社員もいるほか、

海外でも、多くの社員が公募を通じて別の職種に

移っている。2022年度に社内公募で異動した社員

は148人、社内兼業の参加者は153人に上る。

 「社内公募・兼業の応募者は増えており、一連の

施策でキャリア形成への意識は着実に高まってい

ます。ただ、多くの人材が国境をまたぎ交流する

には至っておらず、さらに力を入れていきたい」

　タケダは、人事制度の全世界共通化にも取り組

んでいる。2019年当時は各国・地域の法規制や慣

習に合わせてローカライズされた部分も多かった

が、マネジメントに必要な人事データを全世界で

共通化し、各国の人事制度の等級が、グローバル

ではどのレベルに位置付けられるかも明確化した。

一方、社員持ち株会のような日本独自の福利厚生

をグローバルに広げ、会社としての一体感を醸成

しようともしている。

 「ローカルのいい部分は残しつつ、グローバルの

フレームを導入し、効率化しようとしています」

グローバルに浸透する 
「タケダイズム」

　馬渕氏が「タケダならでは」だと考えるのが

「『タケダイズム』がグローバルレベルで浸透して

いること」だ。タケダイズムは「誠実」を最も大

切な価値観と位置付けるコーポレートバリュー

だ。長谷川氏が「誠実さは公正、正直、不屈の精

神に支えられている」と体系化し、ウェバー氏が

これを踏まえて「患者さんに寄り添い（Patient）、

人々と信頼関係を築き（Trust） 、社会的評価

を向上させ（Reputation）、事業を発展させる

（Business）」ことを行動指針（PTRB）に落とし

込んだ。ウェバー氏は株主メッセージでも「長期

ジャパンファーマビジネスユニット
人事部長

馬渕裕次氏

同志社大学経済学部卒業。1993年日本
ベーリンガーインゲルハイム入社、日独でグ
ローバルな人事システムの構築などに関わ
る。2013年、アシックスに転じ執行役員
グローバル人事総務統括部長。2019年、
武田薬品工業に入社し現職。

的な成功の礎は、倫理と価値観に基づいた企業文

化にある」と強調し、80の国と地域で社員に価

値観を伝え実践を促す2100人以上の「バリュー

アンバサダー」を置いて、タケダイズムの理解を

促してきた。ウェバー氏は頻繁に各国の職場を回

り、社員との対話集会を開いているが、その場で

も必ずといっていいほどタケダイズムとPTRB

の重要性を発信している。

 「海外では会議室に日本語で『誠実』『公正』と

いった名前がつけられていることもあります。ク

リストフ（・ウェバー氏）の発信により、世界中

の従業員にタケダイズムが行き届いたのだと思い

ます」

　また馬渕氏は、日本人社員がタケダイズムを体

現する重要な役割を果たしているとも考えてい

る。同社は海外企業の買収を繰り返した結果、多

様な出自や価値観を持つメンバーが混在するよう

になった。そうしたなかでも、タケダの社員は日々

の業務で自然とタケダイズムとPTRBに照らし

て物事を考え、社員同士の意見が分かれたときな

ども「タケダイズムに沿いPTRBを体現できる

のはどちらか」という基準で意見を述べるという。

「海外の社員はタケダイズムを頭で理解し実践し

ようとしていますが、日本人は血肉になっており、

日常の振る舞いににじみ出ている。海外の社員も

日本人と働くことで、バリューをより深く理解し

ていると思います」

　一方でグローバル化に伴い、日本人社員の多く

が直面している壁が「発信力」だ。日本人は期日

内に質の高いアウトプットを出すことは得意だ

が、意見を述べるときは『正しく完璧に伝えなけ

れば』と思うあまりなかなか口に出せないことも

多いという。

 「多様な人材とともに働く経験を積むことで、日

本人社員にもグローバルに働くことを体感し、理

解してもらいたいと考えています」
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　小川さんが起業を志したきっかけは、18
歳で経験した祖父の死だった。
 「祖父が大好きでしたし、身内の死に接し
たのも初めて。大きな衝撃を受け、『いつ
か死ぬなら後悔のないよう、やりたいこと
をやろう』と思ったのです」
　祖父の生い立ちを調べるうちに曾祖父が
乳業を営んでいたことを知り、新しいもの
を考え出すのが好きな自分にも通じる、と
起業を志す。高校在学中からビジネスプラ
ンコンテストへの挑戦やベンチャー企業の
インターンに取り組んだ。
　大学2年生のとき、6人のメンバーを巻
き込んでアパレル系の事業を始めたが、「こ
れが本当にやりたいことか」と悩んだ末に
1年後、事業をたたむことを決意。昼夜兼
行で事業プランを考え、充実した毎日を過
ごしていたのが一転、「自分はこの世にい
なくてもいい存在だと思うほど、どん底に
落ちました」。
　そんな折、事業の立ち上げを通じて知り
合ったエニグモ代表取締役最高経営責任者
の須田将啓氏から連絡があり、事業断念を
伝えるとランチに誘われた。ファッション
ECサイト「BUYMA」を展開する企業トッ
プの須田氏が、一学生である自分に会って
くれることに感激し、「何か考えないと失
礼だ」と、いくつかの事業プランを考えた。

「自分のなかに『世界初のサービスを作り
たい』という気持ちが続いていることに気
付きました。須田さんがいなかったら起業
していなかったかもしれません」

登録者数1100万人超 
正社員就職もサポート
　再起業への覚悟を決めた小川さんだが、
両親から借りた1社目の事業資金を返済す
るため、しばらくの間は飲食や倉庫作業な

小川 嶺氏
高校在学中に起業を志し、立教
大学経営学部在学中の2018
年8月、スキマバイトアプリ「タイ
ミー」のサービスを開始。過疎地
の地方自治体と連携した事業者
と働き手のマッチングにも取り組む。

タイミー代表取締役

こ の 3 0 年 の 「 働 く 」 を 見 つ め て

 「労働者ファースト」の
働き方目指し
 「スキマバイト」で
描く未来
小川嶺さんは、大学在学中にタイミーを設立し、

「スキマ時間」に働けるスポットワークという
過去に例のない働き方を社会に定着させた。

「スキマバイト」という働き方は
なぜこれほど社会に受け入れられたのか。
小川さんが見据える労働市場の未来とは――。

Text=有馬知子　Photo=今村拓馬
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どの日雇いバイトに明け暮れた。
 「雇い主の都合に合わないと、すげなく『も
う来なくていい』と言われるなど、労働者
が軽視されていることを痛感しました。バ
イト先を変えるたびに、履歴書を作り面
接に行くのも煩わしく、働き方を『労働者
ファースト』に変えたいと思うようになり
ました」
　2017年、この経験から、大学3年生でタ
イミーを設立した。プログラミングを学ん
でアプリを自作。当時、米ウーバーやエア
ビーアンドビー、中国のアリババの子会社
が開発した芝麻信用などで広がりつつあっ
た個人信用評価の仕組みを取り入れた。働
き手と職場側がお互いを評価したものを公
開することで、履歴書や面接なしでも企業
側は雇うことができ、労働者はブラック企
業を避けることができると考えた。
　だが小川さんは起業1本に絞ったわけで
はなく、就職活動も並行して進めていた。

「事業が不調だった場合に備えて、内定と
いう『保険』を掛けておきたかったし、面
接で起業のことを話せば就活はうまくいく
だろう、という目論見もありました。忙し
くはありましたが、事業断念のどん底を経
験していたので、大変さよりも再び挑戦で
きる幸せを感じました」
　履歴書や面接の手間がなく、勤務後すぐ
に賃金が支払われるタイミーはサービス開
始直後から、学生や主婦を中心に広がり、
2025年4月時点の登録者数は1100万人に
上る。予想外だったのは副業目的の会社員
の利用で、今では全登録者の約3割を占め
る。「既存の求人サイトは、企業が労働者よ
り優位に立つという力関係を前提に設計さ
れています。当社は、人手不足の深刻化が
社会問題となり、両者の力関係が転換し始
めたとき、変化に合ったサービスを提供で

きた。むしろ人材ビジネスの経験がなかっ
たことで、新たな発想を生み出せました」
　登録者には賃金もさることながら、働く
ことを通じて「社会とつながりたい」とい
うニーズもあるという。顧客に「ありがと
う」と言われたり、店主に「助かったよ」
と感謝されたりすることが、また働きたい
という「次」へのモチベーションにつながっ
ている。
　2023年にはアプリに「洗い場」「ホー
ル」「清掃」など働き手の得意な領域を示
す「バッジ」機能も搭載した。将来的には
業界団体と連携し、業界全体でスキルを可
視化する基準を作りたいという。さらに働
き手に面接指導やリスキリングを行い、正
社員就職をサポートする事業も展開して
いる。「スキルが高く、勤め先から高評価
を得ている登録者はたくさんいます。彼ら
を専門職として評価することで、ブルーカ
ラーの賃金や社会的地位を高めるととも
に、非正規人材のなかで正社員化を望む人
には、そのような転換も促していきたいと
考えています」

仕事重視から生活重視へ
AI・機械化で変わる
　小川さんは、2030年代半ばには最低賃
金がロボットの単価を上回り、「機械化が
一気に加速する」と予測する。ホワイト
カラーの仕事がAIに代替されて減る一方、
ホスピタリティを要する仕事や家事代行の
ような対人サービス、カスタマイズが必要
で標準化できない作業など、機械に代替さ
れづらいブルーカラーの領域で働く人の割
合が増えると考えられる。
 「そうなれば心身ともに仕事にフルコミッ
トする人は減り、趣味や家庭、ウェルビー
イングに重きを置くようになるのではない

か。その結果エンターテインメントが活性
化し、トータルとしての幸福度は高まる方
向に向かうと思います」
　小川さんも、自身のウェルビーイング
の実現とエンタメへの投資を兼ねてBリー
グ・レバンガ北海道のオーナーに就任した。
　ただブルーカラーの割合が増えたとき、
生活を安定させるには最低賃金の引き上げ
など政策的な措置も不可欠だ。働き手も「従
来の職業観の延長線上でキャリアを考える
時代は終わったことを認識し、本当にやり
たいことは何かを突き詰めて考える必要が
あります」。
　小川さんの大学卒業時は人手不足が顕在
化し、就活では売り手市場といわれていた。
だが同級生の多くはリスクを嫌い、これま
での価値観の延長線上の「勝ち組」を目指
し、大手金融機関などに就職していった。

「雇用の流動性を高めてキャリアを自己決
定する環境を作るとともに、『今選んだ職
業が20年、30年後も存在するという保証
はない』という将来像を若者に示して、ス
キルや考え方を磨き続ける必要があるとい
う危機意識を高めなければいけないと思い
ます」
 「スキマバイト」を通じて多様な職業機会
を提供することは、自分のやりたい仕事は
何かを考えるきっかけにもなるという。た
とえばカフェでのバイトを機に、人々に食べ
物を提供する楽しさを知り、自分も飲食
店を開業したいと考えるようになる――と
いったことだ。
 「働き手の『やりたい』というエネルギー
の総量が、経済全体を動かすエネルギー
になり、日本社会をよい方向へ向かわせる
力になる。これからも労働者ファーストの
サービスを生み出し、働き方に新しい風を
吹き込む存在でありたいです」
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浜田敬子
（本誌編集長）

どういう社会を選択し
どういう変化を
作っていくのか
現実を見据え、
未来の議論を始めよう

まとめ

女性の就業率はOECD諸国のなかでも17位

と、労働政策研究・研修機構所長の濱口桂一

郎さんの指摘の通り、働く女性が増えたこと

は日本社会の数少ない変化の1つだったと思

います。ですが増えた大部分はパートで働く

女性たちで、フルタイムで働く女性たちはこ

の40年で横ばいです（20ページ）。

　慶應義塾大学教授の小熊英二さんは日本社

会の仕組みを「二重構造」という言葉で説明

します。ジェンダーの問題だけ見ても、その

本質はこの30年で変わっていないと感じま

す。濱口さんのジョブ型に対する評価を模し

て言うならば、男性正社員中心のOSを入れ

替えないままに、「女性活躍」っぽいアプリを

駆動させている。その結果が反映されている

のが、先進国で最下位が定位置化したジェン

ダーギャップ指数の順位（2025年は148カ国

中118位）です。

格差への警鐘は響かず 
社会のOS変えずにきた30年
　今回の取材で、1995年に発表された日経

連の『新時代の「日本的経営」』と当時関わっ

た人たちへのインタビューを読むと、プラザ

合意から始まった円高による不況への危機感

がよく伝わってきます。その内実は「人余り」

への危機感、膨らみ続ける人件費をどう抑制

　この30年で「何が変わり、変わらなかった

のか」。読んでくださった皆さんにとっては、

「何が変わり、変わらなかった」30年だった

でしょうか。

　私自身は1989年社会に出て、一貫してメ

ディアで働いてきました。入社して4年間は

地方勤務だったため、バブル経済の熱狂もそ

の後の崩壊の影響も正直それほどストレート

に感じていたわけではありません。メディア

業界が部数や広告収入で深刻な影響を受ける

のは、もう少し先のことです。

　ですが、取材では日々社会の変化を体感し

ていました。1990年代半ば、就活を取材する

と、「100社近く回っても1社も内定が取れな

い」という女子学生に何人も会いました。男

女雇用機会均等法やバブル時の大量採用で拡

大していた女性総合職の採用が一気に縮小さ

れたのです。以来、女性の雇用という視点か

ら日本企業や社会を見てきましたが、金融危

機やリーマンショックなどで景気が後退する

と採用がより厳しくなるのは女性でした。一

転、人手不足が社会問題化すると、「女性活躍」

と持ち上げられる。私にとっての30年は、こ

の国がいかに都合よく女性を「使ってきたか」

を感じざるを得ない期間でした。

　それでも徐々に育休などが整備され、確か

に女性は働き続けやすくはなりました。今や
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するのかというものでした。

 『新時代の「日本的経営」』については評価が

分かれるところですが、その後、日本企業は

男性正社員の雇用を維持するためにも女性の

採用を絞ったのでしょう。BNPパリバ証券

の河野龍太郎さんは、その男性正社員の賃金

すら抑制し、低賃金の仕事は非正規雇用に置

き換える「ダークサイドイノベーション」で

危機を乗り切ったと指摘します。「長期雇用」

の蚊帳の外に置かれていたのは主に女性であ

り、この時期に社会に出た若者たち、氷河期

世代だったのだと改めて思いました。

　もちろんこれは企業だけの責任ではありま

せん。労働市場のあり方は教育や社会保障の

あり方、労働法制、さらには個人の能力の定

義などが複雑に関係しています。そうした国

や社会の形を作る「あり方」をどうするのか、

私たちは社会のOSの議論をせずに30年経っ

てしまった。中央大学教授の山田昌弘さんは

早くから家族のあり方や雇用形態による格差

に警鐘を鳴らしてきましたし、経済格差が少

子化を加速させることも指摘され続けてきた

にもかかわらず、私たちは大きな宿題を後回

しにしてしまったのです。

　むしろ2000年代に入り、圧倒的な国民支

持のもとで発足した小泉政権以降、政治も新

自由主義経済の色合いを強めていきました。

「自己責任」という言葉が幅広く使われるよう

になったのも2000年代に入ってから。個人

の努力で「強くあれ」とせき立てられ、そこ

から滑り落ちれば本人の努力不足と決めつけ

られました。自戒を込めて言うなら、当時私

も週刊誌で「〇〇力を身につけよ」「自身の市

場価値を上げよ」というような特集をよく組

んでいました。

幸福度が低く希望がない日本 
分断が表面化しつつある
　しかし、その「強さ」とは何だったのでしょ

うか。変わらない学歴信仰や、長時間労働

も転勤も厭わない無限定の働き方、こうした

OSのあり方に疑問を持たないこと自体も評

価されてきたのではないでしょうか。そして、

強くあらねばともがいてきた人たちもまた苦

しんでいる。日本は他国に比べて全世代にお

いて幸福度が低いですが、特に若年層の希望

のなさは深刻です。

　この間、北欧諸国ではグローバリゼーション

が加速するなかで中間層から転落した人たち

に対して手厚いセーフティネットや職業訓練を

用意し、一昨年取材に行ったドイツでは、正

規雇用の人以外にも政府や地方自治体、NGO

などがリスキリングの機会を提供していまし

た。もちろんそれらの国々も薔薇色というわけ

ではなく、「取り残された人たち」から不満や

不安が噴き上がり、移民排斥など排外主義的

な動きも強まっています。アメリカでも、社会

や政策の変化に価値観が追いつかない人たち

からの激しいバックラッシュが起きています。

　日本でも少しずつ分断が表面化し、排外主

義的な主張が声高に叫ばれるようになってい

ます。それでも「遅い変化」が幸いしてか、

まだ社会の分断は行き着くところまでは行っ

ていない。これから未来に向けて、どういう

社会を私たちは選択していくのか、どういう

変化を作っていくのか。現実を見据えたうえ

での議論を始めなければと感じます。

　次号では今後10年の日本社会の変化を専門

家とともに予測し、議論の材料となるような

変化の選択肢を提案したいと思っています。




